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FCPF Forest Carbon Partnership Facility （世界銀行）森林炭素パートナーシ

ップ基金 

GCF Green Climate Fund 緑の気候基金 

GHG Greenhouse Gas 温室効果ガス 

GPNP Gunung Palung National Park グヌンパルン国立公園 
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HP Hutan Produksi (Production Forest ) 生産林 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
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クス 
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Forest Degradation in Developing Countries 
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Forest Degradation in developing countries; 
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SATREPS Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development 
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TOR Terms of Reference 業務指示書 

UNFCCC United Nations Framework Convention on 

Climate Change 
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中間レビュー評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：「日本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロ

ジェクト」 

分野：自然環境保全－持続的自然資源利用 援助形態：技術協力プロジェクト（有償技術支援附帯プロジ

ェクト） 

所轄部署：地球環境部森林・自然保全グループ 協力金額：2.81 億円 

協力期間 2013 年 6 月～2016 年 6 月（3 年間） 先方関係機関：環境・林業省森林保護・自然保全総局（PHKA）

環境サービス局 

日本側協力機関：なし  

他の関連協力：JICA「インドネシア泥炭湿地林周辺泥炭湿地

林周辺地域における火災予防のためのコミュニティ能力強

化プロジェクト」、「（科学技術）インドネシア国泥炭・森林

における火災と炭素管理プロジェクト」 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、陸地面積の約52％に相当する9,400万haの森林を有

し、ブラジル、コンゴ民主共和国に次ぐ世界第3位の熱帯雨林保有国（世界の約10％）である。しかしながら、

1970年代前半から森林開発、木材生産などが増加した結果、1990年代までの間、年間2,000万㎥もの大量の原木

が生産され1、顕著な森林の減少が世界的に問題視されるようになった。加えて、鉱業の発展や農業・プランテ

ーションへの土地転用、森林火災、更には違法伐採等も森林の劣化や減少に拍車をかけ、1990年から2007年の

17年間において、インドネシアの森林面積は年平均187万haが失われた2。現在の状況が続けば、2022年までに巨

大な森林区域を有するスマトラ、カリマンタン島の森林の98％が失われると警告されている3。また、インドネ

シアの温暖効果ガス（GHG）排出量は、森林伐採や泥炭地の開発等による土地利用変化を考慮すると、アメリ

カ・中国に次いで世界第3位といわれている。特に泥炭の分解による排出量は、インドネシアにおけるCO2総排

出量の約38％を占めており、気候変動問題への対処という観点からも、泥炭地の適正管理を含めた森林減少・

劣化対策は喫緊の課題となっている。 

このような中、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の第13回締約国会議（COP13）が2007年にバリ島で開催

された際、インドネシアは主要な熱帯林保有国と共に新たな枠組みの設置を提唱した。この際に採択されたバ

リ行動宣言において、「途上国の森林減少・劣化に由来する排出の削減」（REDD）の重要性が確認され、開発途

上国における森林減少・劣化等に由来する排出の削減等（REDD+）は2020年以降の新たな枠組みにおける気候

変動緩和活動の1つとして、条約下での開始に向けた交渉が進められている。こうした中で、各国における自主

的な取り組みが先行的に実施されており、インドネシアにおいても、ノルウェーや国連森林減少・劣化に起因

する温暖化ガスの排出とその抑制方策計画（UN-REDD）等の支援をうけながら、国家REDD+戦略の策定、REDD+

や計測・報告・検証（MRV）の所管組織を整備し、資金メカニズムについて検討を進めている。またカリマン

                                                        
1 http://www.ffpri.affrc.go.jp/redd-rdc/ja/redd/_trends_2014/02_country_report_indonesia.pdf 
2 FAO FRA 2005 http://www.fao.org/forestry/fra/fra2005/en/ 
3 Nellemann, C. et al. The Last stand of the Orangutan,UNEP, 2007. 
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タン島やスマトラ島などにおいてREDD+実施の優先州を選定し、各ドナーや民間企業等による、現場でのREDD

デモンストレーションが多く実施されている。 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、「国家森林計画策定支援プロジェクト（2009年12月～2012年11月）」

の下で「森林分野気候変動対策REDD+実施支援調査」を実施し、REDD+対象地域の検討や、森林劣化の要因に

かかる分析を踏まえて、REDD+デモンストレーション事業の提案を行った。この結果を受けて、インドネシア

政府は、REDD+デモンストレーション活動を通じたREDD＋実施メカニズムの構築を目的とした技術協力を要

請し、わが国はこれを採択した。また、2013年3月にはJICAと林業省（当時）の間で「森林分野における気候変

動対策二国間協力に関する共同宣言」が署名され、新規REDD+案件の実施に向けて協力して取り組むことが合

意された。本合意を受けて案件形成に向けた協議を進め、二酸化炭素排出量が多く、対策が遅れている西カリ

マンタン州において、現場検証活動〔グヌンパルン国立公園（GPNP）を対象の1つとする〕を通じた州レベル

でのREDD+実施メカニズムの構築支援がインドネシア政府より提案された。また、既に多くのREDD+関連事業

が実施されている中央カリマンタン州での調整や能力強化に関わる支援を通じ、同州の知見を西カリマンタン

州に適用・活用することが期待されている。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

     「REDD+ implementation mechanism developed by the Project is integrated into national REDD+ mechanism.」 

（プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国家 REDD+メカニズムに統合される。） 

(2) プロジェクト目標 

     「REDD+ implementation mechanism is developed in West and Central Kalimantan.」 

（西カリマンタン州及び中央カリマンタン州において、REDD+の実施メカニズムが構築される。） 

(3) 成果（アウトプット） 

1) 「Sub-national framework on REDD+ is developed in West Kalimantan.」 

（西カリマンタン州において、準国レベル の REDD+枠組みが整備される。） 

2) 「National park REDD+ model is developed at Gnung Palung National Park(GPNP).」 

（グヌンパルン国立公園において「国立公園 REDD+事業モデル」が形成される。） 

3) 「REDD+ model for HP/HL/APL is developed at pilot site(s) in West Kalimantan.」 

（西カリマンタン州のパイロットサイトにおいて、HP(生産林)/HL(保護林)/APLS(その他土地利用) のための

REDD+事業モデルが形成される。） 

4) 「Capacity of carbon monitoring is enhanced at the provincial level in Central Kalimantan.」 

（中央カリマンタン州において、州政府の炭素モニタリング能力が向上する。） 

5) 「Project findings are referred to in the process of developing REDD+ implementation mechanisms at the national 

level.」 

（国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果が参照される。） 

(4) 投入 

日本側： 

長期派遣専門家： 4 名 

短期派遣専門家：12 名 

研修員受入：    34 名 

機材：約 18,780,000 円（約 20 億ルピア） 

現地活動費（在外強化費）：計 約 86,150,000 円

（約 92 億ルピア） 
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インドネシア側： 

カウンターパート（C/P）：37 名 

施設・設備： 環境・林業省本省・西カリマンタン州

政府・GPNP 事務所に専門家用執務室が提供され

ている。 

ローカル・コスト：約 6,130,000 円（約6.54 億ルピア）

 

２．評価調査団の概要 

調査者 総    括：神内圭 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 地球環境部自然環境第一チーム

課長 

協力企画：三戸森宏治 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 自然環境第一チーム 職員 

評価分析：吉永恵実 日本開発サービス 研究員 

調査期間 2014 年 9 月 8 日〜26 日 評価種類： 中間レビュー評価 

３．評価結果の概要 

３－１ プロジェクトの主な実績 

【成果１】本成果の達成度を測る 3 つの指標は、留意付きで協力期間内の達成が見込まれる。 

1） 指標「1.1 Provincial RL/REL4 is established.」（達成見込み）：本指標は 2015 年末までに達成が見込まれ

る。しかし成果品の 1 つである土地被覆図に一部誤りが確認されたことから、現在対象県の政府関係

者が事実確認を行っている。この経験から、達成に向けた活動の過程で、関係者間の連絡・協議をよ

り緊密化する必要性が認識されている。 

2） 指標「1.2 Carbon monitoring method is developed.」（達成見込み）：指標の達成自体はプロジェクト終了

までに可能である。しかし本指標を通して確立されるモニタリング手法が活用されるためには、指標

の定義を関係者により広く共有し、活動に対するコミットを得る必要がある。 

3） 指標「1.3 Potential REDD+ sites for future investment are identified.」（達成見込み）：多少の遅延が見込ま

れるものの、指標はプロジェクト期間中に達成される見込み。 

 

【成果２】成果２の達成度を測る 5 つの指標は、おおむね達成が見込まれる。 

1） 指標 2.1 「Areas under different local conditions in national park are identified in terms of drivers of 

deforestation and forest degradation.」（達成）：GPNP 内でプロジェクトが実施した社会経済調査に基づき、

2014 年 3 月までに対象 6 村が選定され、村毎の森林の劣化・減少の原因をまとめたベースマップが 2015

年 1 月までに GPNP に提出されている。プロジェクトの調査の結果、特定の地域では森林の減少・劣

化が確認されているものの、GPNP 全体としては炭素蓄積量が増加していることが確認されている。

プロジェクト活動のインパクトを確保するため、現在プロジェクト活動の対象地域を、GPNP 北部の

アブラヤシ農園を含むエリア（Simpang Hilir 及び Sukadana 郡）に拡大することが検討されている。

2） 指標 2.2「Policy and measures to address the above causes are developed for respective areas.」（達成見込み）：

本指標に関する活動は、指標 1.1 の活動終了後に開始される予定であるが、指標自体は協力期間中の

達成が見込まれる。森林減少・劣化の原因への対応策は、REDD+調査・計画業務が現在進めている分

析業務（指標 1.1 参照）が 2015 年 3 月に完了次第決定されは、GPNP が 2015 年末までに策定予定の

10 カ年管理計画に盛り込まれる予定である。 

                                                        
4 参照レベル/参照排出レベル 
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3） 指標 2.3「Amount of CO2 emissions is compared with RL/REL for respective areas.」（達成見込み）：本指標

は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。GPNP 内の森林地とその分類は、プロジェク

トの REDD+調査・計画業務の作業でおおむね特定されている。排出係数も、2015 年 3 月までに算出

される予定である。 

4） 指標 2.4「Effects of the project to biodiversity conservation and communities are assessed.」（達成見込み）：

本指標にかかる活動には遅延がみられるものの、「生態系及び生計への影響を評価する」という指標自

体は協力期間に達成される見込みである。GPNP と地元住民との間の信頼関係の構築に当初の想定よ

り時間を要したことが遅延の理由であるが、活動の有効性確保に必要な遅延であったと評価された。

5） 指標 2.5「An operational manual of national park REDD+ model is drafted.」（達成見込み）:本指標にかかる

活動はまだ本格的に開始していないが、計画通り協力期間中に指標は達成されると関係者は見込んで

いる。ここで作成するマニュアルには、森林の共同管理を通して得た知見と、プロジェクト設計書

（PDD）の準備に必要な情報がまとめられる予定である。 

 

【成果３】活動が本格的に開始していないこと、また成果３自体を他の活動に統合することが検討されてい

るため、指標の達成度及び見込みは判断できない。 

1） 指標 3.1 「Policy and measures to reduce CO2 emission are developed for pilot site(s) of HP/HL/APL.」：本指

標に関する活動は、プロジェクト後半に開始するというのが現在の予定である。準備活動としてこれ

まで、特定の基準に基づき、クブラヤ県の泥炭地と、カヨンウタラ県シンパン・ヒリール（Simpang Hilir）

郡の保護林がパイロットサイトに選定されている。しかし活動開始に向けた準備が行われる一方で、

成果３自体を成果１、２に統合する協議も進んでいる。先に述べた通り、成果２の活動を GPNP 周辺

まで拡大すべく、現在対象地域の見直しが行われている。成果３のパイロットサイトに選定されたカ

ヨンウタラ県は、この見直しで成果２に新たに追加される地域に属しているため、カヨンウタラ県で

の成果３の活動を成果２に、クブラヤ県で予定される活動を成果１に統合する計画が検討されている。

2） 指標 3.2「Amount of CO2 emissions is compared with RL/REL for pilot site(s).」：クブラヤ県のサイトは、

新たに成果２の活動対象となる地域に含まれているため、同サイトの RL/REL は指標 3.1 同様、成果

２の活動の一環として今後算出されることになる。クブラヤ県のパイロットサイトの RL/REL の設定

については、現在成果１で同県全体の RL/REL の設定が行われているところ、この活動の一環として

実現される予定だが、県レベルではなくサイトに特定した RL/REL を設定するか否かについては、今

後更なる協議が必要である。またクブラヤのサイトについては、以前北海道大学が「インドネシア国

泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェクト」で中央カリマンタンに導入したフラックス測定の

機材を使用し、プロジェクトが排出レベルの測定を実施する予定である。   

3） 指標 3.3 「Effects of the project to biodiversity conservation and communities are assessed for pilot site(s).」：

カヨンウタラのサイトでの本指標の達成は、成果指標 2.4 の活動の一環として実現する予定である。

クブラヤのサイトでは、これまで JICA の「インドネシア国泥炭湿地林周辺地域における火災予防のた

めのコミュニティ能力強化プロジェクト(FCP)」が実施してきた火災予防をプロジェクトが継続すると

ともに、新たにアグロフォレストリーを導入する予定である。これらの活動が生態系と住民の生計に

及ぼす影響を、プロジェクト期間終了までに評価することが現時点で予定されている。なお、生態系

保全はクブラヤのサイトでは大きな比重を占めないので、生態系への影響をどの程度評価すべきかに

ついては今後協議が必要である。 



v 
 

4） 指標 3.4 「An operational manual of REDD+ model for HP/HL/APL is drafted.」：本指標で求められるマニ

ュアルに関する協議は、まだ開始されていない。成果３全体のスコープを見直す際、HP・HL・APL

に特化したマニュアルの必要性についても協議が必要である。 

 

【成果 4】達成度を測る指標は一部達成が見込まれるが、他の部分は指標自体の見直しが必要。 

指標 4.1 「Carbon monitoring methods that are applied by REDD+ projects in Central Kalimantan are compiled 

by MRV institution.」：本指標のうち、「中央カリマンタンで実施される REDD+関連案件の知見を集積し

炭素モニタリングの手法をまとめる」作業は、多少の遅れを持って達成が可能である。具体的には、

JICA 科学技術協力案件「インドネシア国泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェクト（2010 年～

2014 年）」の調査結果を使用し、中央カリマンタン政府が自身で泥炭地下部排出量を正確に測定でき

るようマニュアルを策定する予定である。しかしこの作業の MRV を担当する州の機関（「MRV 

institution」）が行う、という部分については、このような機関が設置されるという当初の想定自体、イ

ンドネシアの政権交代と省庁再編を受けて実現していないところ、達成が困難である。成果４全体の

スコープと共に指標の見直しが必要である。    

 

【成果 5】指標達成に向けた進捗がみられる。 

指標 5.1「Findings of the project are presented and recognized in Ministry of Forestry and other national 

agencies concerning REDD+.」（活動継続中）：本指標は成果１～４の活動の結果が明らかになって初め

て正式に達成されることが見込まれるが、現時点で達成に向けた進捗がみられる。これまで環境・林

業省（MOEF）を中心とした関係者の協力を得て多くの合同行事が実施されており、また各種報告や

ニューズレターも MOEF に提出されている。特にプロジェクトが MOEF 大臣主催の諮問委員会にメン

バーとして招待されたケースなどは、プロジェクトに対する関係機関の期待や認知度を示す例として

評価できる。 

 

【プロジェクト目標】4 つの指標のうち達成が見込まれるものもあるが、全体として見直しと再定義が必要。

1） 指標 1．「1. Policy document on forest carbon monitoring is developed by the provincial government in West 

Kalimantan.」（達成見込み）：本指標の「受動的」な達成は可能である。すなわち、この指標で求めら

れる「policy document」が何であるかプロジェクト関係者自身十分に把握していないものの、政策上

重要な文書は成果達成に向けた活動の一環として策定される予定であるので5、本指標も自動的に達成

されることになる。しかしこれらの文書の一部は既に成果指標に取り入れられているところ、プロジ

ェクト目標の指標に求めるものを再度関係者で定義し共有することが必要である。  

2） 指標 2．「Application of national park REDD+ model is stipulated in GPNP Management Plan as a conservation 

strategy of the national park.」（達成見込み）：「国立公園 REDD+モデル」という文言が直接引用されるか

は未定だが、本モデルの内容（森林資源の共同管理）を公園の管理計画に反映するという指標の目的

自体は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。GPNP 事務所及び日本人専門家によれば、

森林保全に影響を及ぼすアクターと協力関係を構築するためのアプローチや手続きが、現在同公園事

                                                        
5 例えばプロジェクトが算出した RL/REL に基づいて作成する対象 4 県の炭素モニタリング計画（活動 1-6）や、将来の REDD+
案件に有用な情報を取りまとめた文書（活動 1-8）など。先日プロジェクトが実施した関係者分析調査を活用して州レベルの炭

素モニタリングの役割分担が定義されるとしたら、これも重要な成果文書となる。 
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務所が策定する 10 カ年管理計画に記載される予定である。 

3） 指標 3．「Dissemination of REDD+ model for HP/HL/APL is planned by provincial/district government(s) in 

West Kalimantan.」（要見直し）：本指標は、成果３の活動の結果達成されることを想定して設定された

ものである。しかし成果２、３の活動自体、当初の想定に変更が生じ、現在活動内容全体の見直しが

行われているところ、本指標の適否についても見直しが必要である。 

4） 指標 4．「Improvement of provincial RL/REL is proposed by MRV institution in Central Kalimantan.」（要見直

し）：成果指標 4.1 同様、本指標についても一部は達成可能だが、他の部分は現状に合わせて見直しが

必要である。JICA－国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）プロジェクトが開発した泥炭地下部

排出量の評価手法を用いて中央カリマンタン州の RL/REL を改良する作業は、2015 年 3 月に開始する

予定であり、「Improvement of provincial RL/REL」は達成が可能である。しかしこの作業を担当するの

は MRV 機関ではなく、KOMDA の下に設置された MRV 作業部会である。成果４に関連する活動や指

標を、より現実に即したものにするため、またよりプロジェクト関係者に理解されやすいものとすべ

く見直す必要がある（見直しの必要性については、成果指標 4.1 に詳細を記載）。 

 

３－２ 5 項目評価の概要 

(1) 妥当性 

本プロジェクトの目的はインドネシア及び日本の政策に合致し、ターゲットグループの能力開発のニーズ

に即したものである。しかし事業設計は現状に即して見直しが必要である。 

1） 政策との合致：本プロジェクトの焦点は、インドネシア国家及び州の温室効果ガス削減行動計画（そ

れぞれ「RAN-GRK」及び「RAD-GRK」）や国家・州の REDD+戦略に打ち出された中央・地方レベル

のインドネシア政府の排出削減にかかる努力、REDD+実施にかかる取組みに合致している。またプロ

ジェクトの内容は、日本政府とインドネシア政府の気候変動に関する二国間協力の内容、そして日本

の対インドネシア国別援助方針にも合致している。 

2） 開発ニーズへの合致：地方政府（州・県政府及び国立公園事務所）の MRV システム強化と森林共同

管理の推進を支援する本プロジェクトの目的は、これら政府機関の開発ニーズと活動計画に合致して

いる。これらの機関はそれぞれ、炭素排出量削減の責務を担っていながらも、気候変動適応分野での

実務的な経験が不足していることから、ニーズに合致していると判断できる。しかし、現在行われる

政府再編で、C/P 機関の組織としてのニーズに変化が生じることも考えられるので、今後の再編の動

向に注視し、定期的にインドネシア政府と協議を持つことがプロジェクトに求められる。        

3） プロジェクトの設計とアプローチ：改善の余地が認められる。プロジェクト実施に関する当初の想定

が、現状にかんがみて一部適切を欠いていることがその理由である。現時点で特に修正が必要なのは、

成果２の対象地域とアプローチの見直し・成果３の活動の成果１、２への統合・成果４の活動範囲の

修正である。また MOEF の局長人事の刷新後の政策の方向性、法律第 23 号発効後の州政府・県政府

の新たな役割分担等によって、今後プロジェクトの目標や指標の設定に更なる修正が必要となる可能

性も排除できない。 

 

(2) 有効性 

1） 本プロジェクトの有効性は、現時点では判断できない。プロジェクトの成果を確認し、プロジェクト

目標の達成度を評価するには時期尚早である。 
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2） PDM の指標には、事業の主な成果が何であるのかをより的確に表現するものが選択されるべきであ

る。例えば GPNP が主導する関係者フォーラムや、中央カリマンタン州で策定する泥炭地下部排出量

の評価マニュアルなどの成果が PDM の指標に明記されれば、プロジェクトの目的・目標に対する関

係者や一般の理解がより得られやすくなる。 

3） プロジェクトの個々の成果がお互いどのように関連し、産出された成果がプロジェクト目標達成にど

のように貢献するかを PDM の改訂を通じて明確化すれば、プロジェクトの有効性がより高まる。例

えばプロジェクトが国立公園 REDD+モデルを西カリマンタン州内で普及する際には、成果間の連携が

重要になる。その場合、GPNP と西カリマンタン州政府とのより密接な協力が必要となるが、連携メ

カニズムは、現時点では限られている。 

 

(3) 効率性 

1） 求められる成果をおおむね計画通りのタイミングで産出しているという点において、プロジェクトは

総じて効率的である。中央カリマンタンにおける成果４の活動には遅れがみられるが、その活動も開

始されるところであり、プロジェクト期間内に完了する予定である（詳細は「３－１ プロジェクト

の主な実績」を参照）。 

2） 中央カリマンタンに対する投入を除き、日本側の投入は計画通り実施されている。インドネシア側の

投入（C/P の投入、執務室の提供、MOEF からの C/P に対する旅費の支弁等）もおおむね計画通りで

あるが、林業局以外の西カリマンタン州政府関係者の旅費については、州政府の予算的制限からプロ

ジェクトで支弁するケースがあり、費用の分担について関係者で協議する必要が認められる。 

3） 既存のリソースを 大限活用する努力も図られている。具体的には JICA-JST プロジェクトや泥炭湿地

林周辺地域における火災予防のためのコミュニティ能力強化プロジェクト（FCP）の知見の活用等。 

4） 活動実施の過程でプロジェクト運営実施管理の効率を妨げる要因として、プロジェクト関係者より以

下の課題が提起された。 

   関係者間のコミュニケーションと情報共有が困難であり、その結果プロジェクトの目的と活動内容

に関するC/Pの理解が十分に醸成されていないこと。このような課題が生じる理由として、REDD+

を扱う本プロジェクトの性格上、地理的に分散しREDD+に対する利害関係を異にする関係者が多

数参加していることが挙げられる。日本とインドネシアの文化的な違いもあって、特に成果１の関

係者は、プロジェクトに十分に参加しているという意識を持ち合わせていないようである。成果指

標1.1で述べた土地被覆図に関する議論は活動実施プロセスの関係者間での共有が十分でなかった

ことに起因する。 

 先に述べたコミュニケーションの問題や、日本人短期専門家がC/Pと十分な時間を共有できなかっ

たため、日本人専門家からの技術移転が十分でない活動があった。 

 C/P機関内での人事異動と、前任者からのプロジェクト業務の引き継ぎ不足が見られた。林業省・

環境省・旧インドネシアREDD+庁（BP-REDD+）の統合に伴い、今後より顕著になると予想され、

C/Pのプロジェクトに対する継続的なコミットを得ること、またC/Pがプロジェクトで培った知見

（例えば本邦研修の経験等）をプロジェクトの業務に生かすことがより困難となる。 
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(4) インパクト 

1） 本プロジェクトのインパクトは、現時点では評価できない。インパクトの評価の指標となる上位目標

の達成の見込みが、現時点では不明確であるからである。不明確な理由として、以下が挙げられる。

 現場レベル、あるいは準国レベルでプロジェクト活動が成功しても、その成果が自動的に国家レ

ベルに活用されるとは限らないこと。 

 現在の準国レベル・現場レベルの活動が、将来の国家レベルの REDD+の方針にかんがみて適切か

否かは、新政権下における REDD+の国家政策の動向、森林管理にかかる国家・州・県の役割分担

を新たに定めた法律第 23 号によりどのように変化するかに左右されること。 

なお、プロジェクトは近年、MOEF 大臣の下に新たに設立された諮問委員会（Advisory Board）

のメンバーに招待されており、プロジェクトが REDD+の実施から得た知見等を用いて MOEF 運

営等に貢献することが期待される。このような委員会への積極的な参加とプロジェクトの成果発

信は、プロジェクトの成果が国レベルで活用される可能性を高める。 

2） 草の根レベルのポジティブなインパクトも確認されている。例えば成果２のファシリテーション研修

に参加した GPNP 職員は、研修で地元住民との対話が促進されたことで、同職員が担当する地域で活

動する違法伐採者の数を、17 人から 3 人に削減することができたと語っている。活動が進捗すれば、

より多くのインパクトが確認できるものと思われる。   

 

(5) 持続性 

1） 今後の実施体制：「3.5 実施プロセス」で述べた通り、インドネシアの REDD+を取り巻く環境は、省

庁再編と法律第 23 号の施行により、国家レベル・準国レベルともに大きな変遷を迎えている。かかる

REDD+実施環境の変化により、本プロジェクトで産出した一部の成果が引き継がれないおそれがあ

る。 

2） 政府体制の変化がプロジェクトに与える潜在的な影響としては、新しい局長人事の下、プロジェクト

の目的・活動範囲・C/P が変更される、法律第 23 号の施行で森林管理にかかる権限が州に移譲され、

県のモチベーションが低下する、環境省と林業省の合併により、州環境局・林業局の人員削減等が考

えられる。よって政策の今後の方向性を見極め、流れに沿ってプロジェクトの活動を調整するまで時

間を要する。 

3） 技術の持続性：日本人専門家からの技術移転がこれまで限定的であったため、C/P の能力は、今後自

身で炭素モニタリングを継続するには十分でないと考えられる。 

4） 財政面での持続性：本プロジェクトは REDD+実施メカニズムの支援事業であり、その財政的持続性を

確保する方法は、C/P が PDD を作成し、グリーン気候基金（GCF）や FCPF 等の国際基金から支援を

得ることである。しかし地方政府の人事の大規模な刷新が予想される中、州政府のコミットを得て国

際基金への応募準備を行うまでには、まだ時間が必要と思われる。 

5） 成果２の活動の結果構築される関係者フォーラムが、PDD を作成し国際基金に申し込む母体となるこ

とをプロジェクトは期待している。関係者フォーラムの役割に対する期待が高まる一方、同フォーラ

ムは新設されたばかりでまだ具体的な役割が確定していないのが現状である。したがって、関係者フ

ォーラムの活動が今後どのように進んでいくかは、現時点では不透明である。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること：総じてプロジェクトの内容が、インドネシア政府の政策とニーズに合致してい

ること。そのためプロジェクトが MOEF 大臣の招集する諮問委員会のメンバーとして招集され、プロジ

ェクトの州・現場レベルでの取り組みを国家レベルにインプットできる可能性が高まった。他方でイン

ドネシアの省庁再編に伴い、REDD+の実施環境が変化していることから、今後の政策の方向性に注視し、

活動の目的や内容を柔軟に修正する必要がある。 

(2) 実施プロセスに関すること：計画がおおむね計画通りに進捗していること。これにより、マクロレベル

で不安定要素が多い中、活動のレベルでは成果が確保されつつあること。  

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること  

1） プロジェクトの当初計画の一部が現状に即していないこと。具体的には成果２で現場の REDD+実施を

試みる対象地となった GPNP 内で実際は森林劣化・減少の度合いが軽減されていたことがプロジェク

ト活動を通じて判明し、また当初想定された MRV 機関の設立が実現しなかったことから、現状に即

した活動内容の見直しと修正が必要となっている。 

2） 各成果間の関連性が PDM 上明確でないこと。そのため、5 つの成果を総合してどのようにプロジェク

ト目標が達成されるかが不透明である。 

(2) 実施プロセスに関すること 

以下の実施プロセスの問題が、プロジェクトの効率性を阻害している。 

1） 文化や言語の違い、REDD+調査・計画業務を担う短期専門家チームのインドネシア滞在期間が短いこ

と等の理由から、日本側とインドネシア側とのコミュニケーションが十分に図られていない。 

2） プロジェクトの内容や指標に対する関係者の理解が十分でない。 

3） 一部活動では、日本側から C/P への技術移転が十分に図られていない。 

 

３－５ 結論 

 2013 年 6 月の事業開始以降、プロジェクトは目標達成に向け、一定の進捗を見せている。これまでの活動は

成果４を除けば総じて計画通りに実施されており、成果指標のほとんどはプロジェクト終了までに達成が見込

まれる。 

上記の実績が確認される一方、プロジェクトの実施過程、そしてプロジェクト当初の設計について、課題や

懸念事項も確認されている。具体的な課題としては情報共有や技術移転が不足していること、成果２、３、４

の活動範囲や指標の一部が現状にそぐわなくなっていること、指標の定義や成果間の関連性が十分精緻化され

ていないこと等が挙げられる。その結果、成果レベルの指標はおおむね達成されても、プロジェクト目標が協

力期間内に達成されるか否かが不透明である。また、林業省・環境省・BP-REDD+の統合や法律第 23 号など、

その影響がどの程度かは不明確であるとはいえプロジェクトの実施にインパクトを及ぼし得る外部要因の存在

も見逃すことはできない。 

これらの現状を踏まえた調査団の結論は次の通りである。プロジェクトの目的はおおむねインドネシアの

政策とニーズにかんがみて妥当であるが、プロジェクトの設計については、現状に即した修正の必要が認め

られる。有効性については、プロジェクト目標の指標が十分精緻化されていないこと、また各成果が総じて

どのようにプロジェクト目標の達成に貢献するのかが不明であることから、現時点では判断できない。プロ
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ジェクトは、計画に沿って活動を実施するという点では効率的であるが、コミュニケーション・情報共有・

技術移転の面で改善の必要性が認められる。インパクトについては、現場そして準国レベルのプロジェクト

の成果がどのように国レベルの REDD+実施に活用されるかが不透明であること、また政府再編と法律第 23

号の施行により、プロジェクトの成果が今後もインドネシア REDD+に適切とみなされるかが不透明であるこ

とから、現時点での評価は時期尚早と判断した。またここまでの評価結果は、プロジェクトの持続性につい

ても課題を浮上させる。MOEF の組織再編が落ち着くまでにまだ時間を要すると思われるところ、プロジェ

クトを一定期間延長することが望ましい。  

４．提言 

４－１ プロジェクトの戦略に関する提言 

プロジェクトは、インドネシア国内及び国際的な REDD+を取り巻く環境の変化に対応するため、プロジェク

トの基本戦略を、以下に沿ってより明確に打ち出すこと。 

プロジェクトは、西カリマンタン州・県・郡レベルの活動を、国レベルの規定〔例えば国レベルの森林から

の参照排出量（FREL）と整合（「nesting」）させることで、REDD+におけるジュリスディクショナル・アプロー

チ（jurisdictional approach）を推進すること。またランドスケープのレベルは複数の森林劣化・減少要因（driver）

に対応することが重要であり、この点についてプロジェクトは既に、カヨンウタラ郡で新たに実施する現場レ

ベルの REDD+計画において取り組みを行っている。かかる取り組みを通して準国レベルで実施される活動間の

関連性を高めることが、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）で取りまとめる REDD+実施メカニズムを強化する

素地を作ることにつながるであろう。 

またプロジェクトの戦略は、インドネシアの現状に即して精緻化され、調整される必要がある。具体的には

MOEF の新設や、森林管理の権限を県から州に移管する法律第 23 号のことを指す。 

 

４－２ プロジェクトの計画に関する提言 

近年のインドネシアの状況と上述の基本戦略を念頭に、プロジェクトのデザインを以下に沿って整理するこ

とを提案する。 

(1) PDM を整理・修正する。 

次回の合同調整委員会（JCC）において、PDM の目標・成果・指標を見直す。その具体的な作業は以下

の通りである。 

1） 成果３を他の成果（成果１、２）に統合し、指標を適切に整理する。これにより、森林劣化・減少の

複数の要因に対応したランドスケープのレベルのREDD+モデル作成を目指す。 

2） 上述の基礎戦略とアプローチを踏まえてプロジェクト目標を修正する。これにより、プロジェクト目

標とMOEFの今後の方向性との整合性を確保する。その上で、新設のMOEFとJICAとの間で、必要な

R/Dの修正を行う。   

(2) PDD の対象となる REDD+モデルの範囲と境界を修正する。 

プロジェクトの調査において、GPNP 内の森林減少率は低下していることが確認されている。REDD+活

動（特に現場活動）におけるより一層のインパクトを目指すため、また活動の出口戦略により柔軟に対応

するため、準備する PDD の対象となる地域を、GPNP の境界線から、カヨンウタラ県 Simpang Hilir 及び

Sukadana 郡の行政境界線へと変更する。 
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(3) プロジェクト期間延長 

MOEF が組織再編を終え REDD+にかかる実施体制を再構築するまでの移行期間を考慮し、PDM 修正後

のプロジェクト活動期間を確保するため、プロジェクトの協力期間の延長を提案する。具体的な延長期間

は、PDM 修正後のプロジェクトの目標や、MOEF 内の新たな役割分担を考慮した上で、日尼双方の関係者

協議で決定する。 

 

(4) REDD+実施資金の獲得準備 

プロジェクトの持続性を確保し、プロジェクトが計画した REDD+を実施段階につなげるため、プロジェ

クトは、MOEF による REDD+モデル構築のための二国間あるいは国際的基金への申請を支援する。世界銀

行の FCPF、GCF 等の国際公的ファンド、日本政府の二国間クレジット制度（JCM）、企業の社会的責任（CSR）

に関心を示す民間企業の資金等が挙げられる。結果払いを条件としたアップフロント（事前）の資金需要

を満たす方法として、JICA の有償資金協力を利用することも一案である。  

 

４－３ プロジェクトの運営に関する提言 

(1) プロジェクトに対する関係者の理解を促進する。 

プロジェクトは、活動の目的や内容が全ての関係者に共有・理解されるよう努める。特に中央・西カリ

マンタン州各政府における理解を醸成し、地元住民の理解を得ることで、プロジェクトの主たる目的が生

計に対する直接の支援ではなく、地域と GPNP との間の信頼醸成にあることを周知する。またこの作業の

過程で、既存の情報共有・報告体制を確認し、関係者がどのタイミングでお互いから情報を得るべきかを

明確にする。 

 

(2) 共通のプロジェクト管理ツールに合意する。 

プロジェクト管理のための共通のツールを関係者全員で協議・決定し、インドネシア語でもこれを準備

する。かかるツールの 1 つとして、プロジェクト当初に作成されながらも広く共有・理解されなかった活

動計画（PO）及び年間活動計画（AWP）が挙げられる。ローリング・プランである PO は定期的に見直し・

修正されるべきであり、また活動の担当者、活動の手順とタイミング、報告・情報共有のスケジュールと

手段もこれに明記されるべきである。更にプロジェクトは、活動運営と関係者間の情報共有を促進するた

めのより創意的な方法を検討すべきである。 

 

(3) 西カリマンタン州レベルの REDD+活動を強化する。 

プロジェクト目標の達成には、西カリマンタン州レベルの活動強化と関係者の能力向上が不可欠である。

そのため、調査団は以下の活動を提案する。 

1） プロジェクトは、協力期間後も他の州で活用・参照され得る「準国レベルREDD+モデル」の構築を

目指し、西カマンタン州及び県、そしてGPNPにおける各活動の連携を強化する。かかるインパクト

の創出には、西カリマンタン政府や関係県からのコミットが不可欠である。インドネシア側は、既存

の協力の枠組みを強化し、西カリマンタン州で活動に従事する適切な人材を確保すること。 

2） プロジェクトは、REDD+調査・計画業務の新たな業務範囲（TOR）を決定するため、日本及びイン

ドネシアの責任者と協議する。その目的は、REDD+調査・計画業務専門家からの知識・技術の移転

を促進すること、そしてREDD+調査・計画業務のTORを、今後のプロジェクト活動の範囲により即
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したものへと修正することである。 

 

(4) 現場レベルでの広報活動を促進する。 

プロジェクトでは、州レベルの REDD+モニタリング手法や、国立公園の共同管理モデル等、多くの成果

を生み出してきた。しかしこのような成果が、日本やインドネシアの州や現場のレベルで、一般に対し広

報される機会はまだ少ない。よって次の JCC に向けて広報計画を策定することをプロジェクトに提言する。

特に州・地域レベルで、プロジェクト活動が地元新聞やソーシャルメディア等の媒介を通して発信される

よう働きかけるとともに、これまでの成果を出版物として取りまとめる。 

 

４－４ その他の提言 

(1) 民間企業の参加を促進する。 

プロジェクトはこれまでも、JCM-REDD+事業をファシリテートする役割を担ってきているが、その役割

を PDM 上に明記し、残りの協力期間で REDD+に対する民間投資が促進されるよう、より一層の努力を行

うことをプロジェクトに提案する。 

 

(2) プロジェクトで培った関係者の能力を取り込み、活用する。 

調査団はインドネシア側に対し、地理情報システム（GIS）研修や GPNP のファシリテーション研修等を

通してプロジェクトが能力強化を図った人材を十分に業務に取り込み、活用することを提言する。 

５．教訓 

REDD+の概念は、UNFCCC交渉下で現在も議論が進展しているため、不確定要素が存在する。このような状

況下でREDD+準備（readiness）支援プロジェクトを設計・実施するにあたり、特に以下を考慮した案件の準備

をすることが望ましい。 

 関係者との協議及び関係者の参加の確保 

 中央及び地方政府の協力の枠組み 

 柔軟かつ状況に適応可能な実施プロセス 

 カーボンベネフィットの共有とセーフガード 

 明確な出口戦略 

 

 

 



 

第１章 調査評価の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「日本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロジェクト（以下、「プロジェクト」と記す）」は、  

環境・林業省（Ministry of Environment and Forestry：MOEF）、グヌンパルン国立公園（Gunung Palung 

National Park：GPNP）、中央及び西カリマンタン各州政府の能力向上を通じて、西カリマンタン州及び中

央カリマンタン州に「開発途上国における森林減少・劣化等に由来する排出の削減等（Reducing 

Emissions from Deforestation and Forest Degradation in developing countries; and the role of conservation, 

sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in developing countries：

REDD+）の実施メカニズムを構築することを目的に 2013 年 6 月に開始された二国間技術協力プロジェクト

である。 

独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は、１）事業の改善、 

２）説明責任（アカウンタビリティ）の向上を目的に、プロジェクト毎の評価を実施している1。    

この目的の実現に向け、本中間レビュー評価は特に以下の趣旨で実施された。 

(1) 本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（2013

年 3 月作成）（別添 1. Annex 1）に基づき、プロジェクト前半の実績・進捗を確認する。 

(2) プロジェクトの活動に影響を及している要因を確認・検証する。具体的には関係者間のコミ

ュニケーションや事業管理等のプロジェクト内部の要因や、インドネシア政府内の組織体制

の変化等の外的な要因の影響を検証する。 

(3) (1)の結果をもとに、経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and 

Development：OECD）が提唱する 5 項目基準を用いて、プロジェクトの実績を評価する。 

(4) 後半のプロジェクト活動に対する提言と、将来 JICA が実施する類似事業に向けた教訓を抽

出する。 

 

１－２ 調査日程 

本件調査は、2015 年 2 月 16 日（月）～3 月 3 日（火）の日程で行われた（別添 1. Annex 2）。う

ち 2 月 23～28 日の 5 日間は、インドネシア側評価団との合同評価を実施した（詳細は１－３参照）。 

 

１－３ 調査団の構成 

本調査は、2010 年 5 月に日・インドネシア双方の関係者間で合意された討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）第 5 条「合同評価」に基づき、インドネシア側評価団員と合同で実施された。

双方の団員名、及び日本側団員の訪問日程は以下の通りである（詳細な調査日程は別添 1. Annex 2 

「Evaluation Schedule」を参照）。 
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(1)  インドネシア側評価団 

1) Dr. Riva Rovani, Leader of the Indonesian Evaluation Team 

Deputy Director for Forestry Planning Evaluation 

Center for Forestry Development Control for Region III, Kalimantan 

Ministry of Environment and Forestry 

2) Ms. Ima Yudin Rayaningtyas 

Head of Section, Technical Cooperation I 

Center for International Cooperation 

Ministry of Environment and Forestry 

3) Ms. Ikeu Sri Rejeki 

PhD Candidate 

Bogor Agricultural University 

 

(2)  日本側評価団（敬称略） 

1）総括： 神内 圭 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 自然環境第一チーム 課長 

2）協力企画：三戸森 宏治 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 自然環境第一チーム 

主任調査役 

3）評価分析：吉永 恵実 （株）日本開発サービス 研究員 

 

１－４ 対象プロジェクトの概要 

１－４－１ プロジェクトの背景 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、陸地面積の約 52％に相当する 9,400

万 ha の森林を有し、ブラジル、コンゴ民主共和国に次ぐ世界第 3 位の熱帯雨林保有国（世界の

約 10％）である。また、沿岸域のマングローブ林は世界第一位の面積を誇る。この豊かな森林

資源は、世界の約 20％（約 325,000 種）に相当する野生生物の主な生息地として、貴重でかつ豊

かな生物多様性を有している。しかしながら、1970 年代前半から森林開発、木材生産などが増

加した結果、1990 年代までの間、年間 2,000 万㎥もの大量の原木が生産され2、森林の顕著な減

少が世界的に問題視されるようになった。加えて、鉱業の発展や農業・プランテーションへの土

地転用、森林火災、更には違法伐採等も森林の劣化や減少に拍車をかけ、1990 年から 2007 年の

17年間において、インドネシアの森林面積は年平均 187万 haが失われた3。現在の状況が続けば、

2022 年までに巨大な森林区域を有するスマトラ、カリマンタン島の森林の 98％が失われると警

告されている4。また、インドネシアの温室効果ガス（Greenhouse Gas: GHG）排出量は、森林伐

採や泥炭地の開発等による土地利用変化を考慮すると、アメリカ・中国に次いで世界第 3 位とい

われている。特に泥炭の分解による排出量は、インドネシアにおける CO2 総排出量の約 38％を

占めており、気候変動問題への対処という観点からも、泥炭地の適正管理を含めた森林減少・劣

化対策は喫緊の課題となっている。 

このようななか、国連気候変動枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate 

                                                        
2 http://www.ffpri.affrc.go.jp/redd-rdc/ja/redd/_trends_2014/02_country_report_indonesia.pdf 
3 FAO FRA 2005 http://www.fao.org/forestry/fra/fra2005/en/ 
4 Nellemann, C. et al. The Last stand of the Orangutan,UNEP, 2007. 
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Change：UNFCCC）の第 13 回締約国会議（The 13th Conference of the Parties：COP13）が 2007 年

にバリ島で開催された際、インドネシアは主要な熱帯林保有国と共に新たな枠組みの設置を提唱

した。この際に採択されたバリ行動宣言において、「開発途上国における森林減少・劣化に由来

する排出の削減」（Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation in Developing 

Countries：REDD）の重要性が位置づけられ、REDD+が 2020 年以降の新たな枠組みにおける気

候変動緩和活動の 1 つとして、条約下での開始に向けた交渉が進められている。こうした中で、

各国における自主的な取り組みが先行的に実施されており、インドネシアにおいても、ノルウェ

ーや国連森林減少・劣化に起因する温暖化ガスの排出とその抑制方策計画（United Nations 

Collaborative Programme on Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation in 

Developing Countries：UN-REDD）等の支援を受けながら、国家 REDD+戦略の策定、REDD+や計

測・報告・検証（Measurement, Reporting and Verification：MRV）の所管組織を整備し、資金メカ

ニズムについて検討を進めている。またカリマンタン島やスマトラ島などにおいて REDD+実施

の優先州を選定し、各ドナーや民間企業等による、現場での REDD デモンストレーションが多

く実施されている。 

JICA は「国家森林計画策定支援プロジェクト（2009 年 12 月から 2012 年 11 月）」の下で、「森

林分野気候変動対策 REDD+実施支援調査」を実施し、REDD+対象地域の検討や、森林劣化の要

因にかかる分析を踏まえて、REDD+デモンストレーション事業の提案を行った。この結果を受

けて、インドネシア政府は、REDD+デモンストレーション活動を通じた REDD＋実施メカニズ

ムの構築を目的とした技術協力を要請し、わが国はこれを採択した。また、2013 年 3 月には JICA

と林業省（当時）の間で「森林分野における気候変動対策二国間協力に関する共同宣言」が署名

され、新規 REDD+案件の実施に向けて協力して取り組むことが合意された。本合意を受けて案

件形成に向けた協議を進め、二酸化炭素排出量が多く、対策が遅れている西カリマンタン州にお

いて、現場検証活動（GPNP を対象の 1 つとする）を通じた州レベルでの REDD+実施メカニズ

ムの構築支援がインドネシア政府より提案された。また、既に多くの REDD+関連事業が実施さ

れている中央カリマンタン州での調整や能力強化に関わる支援を通じ、同州の知見を西カリマン

タン州に適用・活用することが期待されている。 
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１－４－２ プロジェクトの骨子 

(1) 基本情報 

【プロジェクト名】 「日本インドネシア REDD+実施メカニズム構築プロジェクト」 

【協力期間】 2013 年 6 月～2016 年 6 月（R/D 署名：2013 年 3 月） 

【インドネシア側実

施機関】 

● 環境・林業省森林保護・自然保全総局〔General Directorate of Forest Protection 

and Nature Conservation (Perlindungan Hutan dan Konservasi Alam) ：PHKA〕

環境サービス局 

● 西カリマンタン州政府（成果１、３の活動担当） 

● グヌンパルン国立公園事務所（成果２の活動担当） 

● 中央カリマンタン州林業局（成果４の活動担当） 

(2) プロジェクトの目標・指標（PDM より引用、仮訳） 

【スーパーゴール】 「Forest and biodiversity conservation are promoted and REDD+ benefits are 

generated.」（森林及び生物多様性保全が促進され REDD+の利益がもたらさ

れる。） 

【上位目標】 「REDD+ implementation mechanism developed by the project is integrated into 

national REDD+ mechanism.」 

（プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国家 REDD+メカニ

ズムに統合される。） 

1.  REDD+ implementation mechanism developed by the project is utilized as one 

of REDD+ measures at national level. 

（プロジェクトが構築した REDD+の実施メカニズムが、国レベルの

REDD+方法論の 1 つとして活用される。） 

【プロジェクト目標】 「REDD+ implementation mechanism is developed in West and Central Kalimantan.」

（西カリマンタン州及び中央カリマンタン州において、REDD+の実施メカニズ

ムが構築される。） 

1.  Policy document on forest carbon monitoring is developed by the provincial 

government in West Kalimantan. 

 （森林炭素モニタリングにおける政策文書が西カリマンタン州政府によ

って作成される。） 

2.  Application of national park REDD+ model is stipulated in GPNP Management 

Plan as a conservation strategy of the national park.  

（国立公園 REDD+モデルの適用が国立公園保全戦略として GPNP 管理計

画に反映される。） 

3. Dissemination of REDD+ model for HP/HL/APL is planned by 

provincial/district government(s) in West Kalimantan. 

〔生産林（HP）/保安林（HL）/その他の土地利用（APL）のための REDD+

モデル拡大が西カリマンタン州政府により計画される。〕 

4.  Improvement of provincial RL/REL is proposed by MRV institution in Central 
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Kalimantan. 

〔県の参照レベル（RL）/参照排出レベル（REL）改善が中央カリマンタン

の MRV 機関により提案される。〕 

【成果１】 「Sub-national framework on REDD+ is developed in West Kalimantan.」 

（西カリマンタン州において、準国レベル の REDD+枠組みが整備される。） 

1.1 Provincial RL/REL is established. 

（県の RL/REL が確立される。） 

1.2 Carbon monitoring method is developed. 

（炭素モニタリング手法が開発される。） 

1.3 Potential REDD+ sites for future investment are identified. 

（将来投資のための潜在的な REDD+適地が選定される。） 

【成果２】 「National park REDD+ model is developed at GPNP.」 

（グヌンパルン国立公園において「国立公園 REDD+事業モデル」が形成され

る。） 

2.1.  Areas under different local conditions in national park are identified in terms 

of drivers of deforestation and forest degradation. 

（国立公園内の異なった地域条件下にある対象地域が森林減少・劣

化の要因の面から選定される。） 

2.2.  Policy and measures to address the above causes are developed for 

respective areas. 

（政策と上記の原因に対処するための対策が各対象地域のために開

発される。） 

2.3  Amount of CO2 emissions is compared with RL/REL for respective areas. 

（CO2排出量が各地域の RL/REL と比較される。） 

2.4  Effects of the project to biodiversity conservation and communities are 

assessed. 

（生物多様性保全とコミュニティに対するプロジェクトの影響が評

価される。） 

2.5  An operational manual of national park REDD+ model is drafted. 

（国立公園 REDD+モデルの実施マニュアル案が作成される。） 

【成果３】 「REDD+ model for HP/HL/APL is developed at pilot site(s) in West Kalimantan.」 

（西カリマンタン州のパイロットサイトにおいて、HP/HL/APL のための

REDD+事業モデルが形成される。） 

3.1.  Policy and measures to reduce CO2 emission are developed for pilot site(s) of 

HP/HL/APL. 

（HP/HL/AP のパイロットサイトで CO2 排出削減のための政策と対

策が開発される。） 

3.2  Amount of CO2 emissions is compared with RL/REL for pilot site(s). 

（CO2排出量がパイロットサイトの RL/REL と比較される。） 
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3.3  Effects of the project to biodiversity conservation and communities are 

assessed for pilot site(s). 

（パイロットサイトで生物多様性保全とコミュニティに対するプロ

ジェクトの影響が評価される。） 

3.4  An operational manual of REDD+ model for HP/HL/APL is drafted. 

（HP/HL/APL のための REDD+モデルの実施マニュアル案が作成さ

れる。） 

【成果４】 「Capacity of carbon monitoring is enhanced at the provincial level in Central 

Kalimantan.」 

（中央カリマンタン州において、州政府の炭素モニタリング能力が向上する。）

4.1. Carbon monitoring methods that are applied by REDD+ projects in Central 

Kalimantan are compiled by MRV institution. 

（中央カリマンタン州での REDD+プロジェクトで適用された炭素モ

ニタリング手法が MRV 機関によってまとめられる。） 

【成果５】 「Project findings are referred to in the process of developing REDD+ implementation 

mechanisms at the national level.」 

（国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果が参照さ

れる。） 

5.1. Findings of the project are presented and recognized in Ministry of Forestry (MoF) 

and other national agencies concerning REDD+. 

（プロジェクトの成果が林業省（MoF）及び REDD+に関連する他の国家機関

に紹介され認知される。） 
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第２章 中間レビュー評価の方法 

 

２－１ 評価の手法 

本調査は、「新 JICA 事業ガイドライン 第 2 版」（2014 年 5 月）を指針として、PDM を用いて

プロジェクト活動の成果を測定・評価する手法で実施した。PDM とは、活動実施に必要な投入要

素や期待される成果を包括的に示すプロジェクトの設計図である。本調査においては、プロジェク

トの PDM（2013 年 3 月）（別添 1. Annex 1）を用いて、以下の (1)～(4)の作業を実施した。 

(1) プロジェクト実績の検証 

 成果の測定： 

PDM に示された成果目標がどの程度達成されているかを、同じ PDM に記載された測定

指標を用いて確認した。 

 実施プロセスの検証： 

プロジェクト活動の実施過程に影響を及ぼした要因を検証した。例としてプロジェクト

の運営体制、関係者のコミュニケーションやオーナーシップ、政府の組織体制変化など、

PDM の指標のみでは把捉が困難な影響が挙げられる。 

 投入・活動・成果・プロジェクト目標の因果関係の検証： 

プロジェクトの活動がどの程度目標達成に貢献したか、また PDM 上の活動以外に、プロ

ジェクト目標の達成に貢献した要因、あるいは阻害した要因の有無等を確認した。 

 

(2) 経済協力開発機構の 5 項目基準による評価： 

(1)の検証結果を、OECD が「開発援助の評価のための原則」（1991 年）において提唱す

る評価基準を用いて評価した。その評価基準とは「妥当性」「有効性」「効率性」「インパク

ト」「持続性」である。各基準の詳細は表２－１の通りである。 

 

表２－１ OECD の 5 項目評価基準 

1. 妥当性 プロジェクトの設計やアプローチが対象国の政策や受益者のニーズに合致す

るか、日本の援助政策や比較優位に合致するか等で評価する。 

2. 有効性 プロジェクト目標の達成度で評価する。評価の際は、プロジェクト目標の指

標の達成度と、達成に貢献した、あるいはこれを阻害した要因の影響等も勘

案する。 

3. 効率性 投入が成果に転換される過程の効率を評価する。具体的には投入の量・質・

タイミングの適切性、運営の効率性、その結果としての活動の進捗や成果の

発現状況等の視点から評価する。 

4. インパクト 主に上位目標の達成見込みと、プロジェクト実施過程で生じた想定外の効果

や正・負の影響の有無で評価する。 

5. 持続性 プロジェクトの効果が協力終了後も持続する見込みで評価する。具体的には

プロジェクトの成果持続を担保する政策・制度の有無、今後の実施体制の有

無、移転した技術の修得状況、予算の確保状況等で評価する。 
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(3) 提言・教訓の抽出：(1)、(2)の結果に基づき、プロジェクトが今後実施すべき事項を提言し

た。またプロジェクトの経験から、今後 JICA が実施する類似案件に参考となる教訓を抽出

した。 

 

２－２ データの収集方法 

データや情報の収集にあたっては、事前に評価設問を作成し、設問の回答に必要な情報収集方法

を「評価グリッド」（別添 2）に取りまとめた。本評価に使用したデータ・情報の主な収集方法は

表２－２の通りである。 

 

 表２－２ データ・情報の主な収集方法 

データ収集方法 情報源 

1) 文献調査 プロジェクト報告書（月報、進捗報告書等）、本プロジェクトの

詳細計画報告書、プロジェクトの投入等に関する実績、インドネ

シアの国家/分野政策、ドナー支援や日本の対インドネシアに関

する情報等。 

2) 質問票調査 MOEF 本省・西及び中央カリマンタン州政府・グヌンパルン国立

公園事務所の関係者、及び日本人専門家に対して実施した。 

3) 聞き取り調査 JICA 専門家、プロジェクトのナショナル・スタッフ、MOEF 本

省・西及び中央カリマンタン州政府5・GPNP 事務所のカウンター

パート（C/P）、REDD+支援を行うドナー等を対象に実施した。

4) 直接観察 成果２の活動の一環として実施される、ファシリテーション研修

を観察した。 

 

  

                                                        
5 中央カリマンタン州の C/P に対する聞き取りは、合同評価の期間中、インドネシア側評価メンバーが実施。 

8



 

第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 成果の達成状況 

成果１：「Sub-national framework on REDD+ is developed in West Kalimantan.」 

（西カリマンタン州において、準国レベル の REDD+枠組みが整備される。） 

1.1. “Provincial RL/REL is 

established.” 

（県の RL/REL が確立さ

れる。） 

本指標は 2015 年末までに達成が見込まれる。しかし成果の質を確保する

ためには、達成に向けた活動の過程で、関係者間の連絡・協議をより緊密

化する必要がある。 

 対象 4 県の REL/RL は、短期専門家（REDD+調査・計画業務）が中心

となって算定にあたっている。具体的には 2000 年から 2013 年までの

5 時点における森林動態を土地被覆図に示し、この被覆図を基に県毎

の REL/RL を作成中である。被覆図と REL/RL の暫定版は 2015 年 3 月

までに関係者に提出され、その後泥炭の分布や社会経済要因を加味し

て更なる改良を行う予定である。 

 暫定版 REL/RL と土地被覆図は、2015 年 1 月に一度プロジェクトの技

術委員会（TC）に提出されている。その際、この地図が REDD+に求

められる精度を満たしていることは認識されたものの、地図が示す土

地被覆の分類に一部誤りがあったことから、現在対象県の政府関係者

が事実確認を行っている。この確認作業の完了後、2015 年 3 月までに

REDD+調査・計画業務短期専門家が被覆図の修正を行い、暫定版

REL/RL を作成する予定である。この経験を通し、指標を達成する過程

においてより緊密な連絡・連携が必要である。 

1.2. “Carbon monitoring 

method is developed.”  

（炭素モニタリング手法

が開発される。） 

プロジェクト終了までには指標の達成が見込まれる。しかし本指標を通

して確立されるモニタリング手法が活用されるためには、関係者により広

く指標の定義を共有し、活動に対してコミットメントを得る必要がある。

日本人専門家は、この指標の「モニタリング手法（monitoring method）」

を、MRV に関する技術研修や関係者の役割分担を含めた「炭素モニタリン

グ計画」の策定と理解している。この定義に則れば、活動はおおむね計画

通りと評価することが可能であり、指標も期間内の達成が見込まれる。他

方で西カリマンタン州政府と評価団との協議では、本指標の定義が C/P 間

で統一されていないことが確認されたことから、共通の目標の達成に向け、

関係者のコミュニケーションの深化を図る必要がある。 

1.3. “Potential REDD+ 

sites for future investment 

are identified.” 

（将来投資のための潜在

的な REDD+適地が選定

される。） 

多少の遅延が見込まれるものの、指標はプロジェクト期間中に達成が見

込まれる。 

潜在的な REDD+適地は、土地利用の変化や、コンセッション、泥炭地等

の関連情報の分析を基に選定される予定である。土地被覆図の精度を確認

する追加作業が生じたことで作業に多少の遅延が見込まれるが（成果指標

1.1 参照）、指標自体はプロジェクト期間中に達成されると思われる。 
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成果２:「National park REDD+ model6 is developed at GPNP.」 

（グヌンパルン国立公園において「国立公園 REDD+事業モデル」が形成される。） 

2.1. “Areas under 

different local conditions 

in national park are 

identified in terms of 

drivers of deforestation 

and forest degradation.” 

（国立公園内の異なっ

た地域条件下にある対

象地域が森林減少・劣

化の要因の面から選定

される。） 

 本指標は、2015 年 1 月までに達成されている。GPNP 内でプロジェクト

が実施した社会経済調査に基づき、2014 年 3 月までに対象 6 村が選定さ

れ、対象村毎の森林の劣化・減少の原因をまとめたベースマップが 2015

年 1 月までに GPNP に提出されている。 

 プロジェクトの調査の結果、特定の地域では森林の減少・劣化が確認さ

れているものの、GPNP 全体としては炭素蓄積量が増加していることが

確認された。プロジェクト活動のインパクトを確保するため、現在プロ

ジェクト活動の対象地域を、GPNP 北部のアブラヤシ農園を含むエリア

（Simpang Hilir 及び Sukadana 郡）に拡大することが検討されている。

GPNP 周辺のバッファーゾーンを対象に含めることで、プロジェクトが

森林減少・劣化の中心課題にアドレスすることが見込まれる。 

2.2. “Policy and 

measures to address the 

above causes are 

developed for respective 

areas.” 

（政策と上記の原因に

対処するための対策が

各対象地域のために開

発される。） 

本指標に関する活動は、指標 1.1 の活動終了後に開始される予定であるが、

指標自体は協力期間中の達成が見込まれる。    

 森林減少・劣化の原因への対応策は、REDD+調査・計画業務専門家が現

在進めている分析業務（指標 1.1 参照）が 2015 年 3 月に完了次第決定さ

れる。選定された対応策は、GPNP が 2015 年末までに策定予定の 10 カ

年管理計画に盛り込まれる予定である。 

 成果指標 2.1 で述べた通り、GPNP 周辺の地域をプロジェクト活動に含め

ることが現在協議されている。対象地域の拡大で、地元住民やその地域

で活動するアブラヤシ関連企業等、利害関係者が必然的に増加するため、

プロジェクトは GPNP 内及び周辺の森林減少・劣化軽減に対し、これら

関係者の協力を取り付けるため、2014 年に関係者フォーラムを設立し

た。GPNP、地元住民、地方政府、民間企業、非政府組織（NGO）で構

成される本フォーラムが、森林の減少・劣化への対応策を協議し実施す

る母体としての役割を果たすことが期待されている。 

2.3. “Amount of CO2 

emissions is compared 

with RL/REL for 

respective areas.” 

（CO2 排出量が各地域

の RL/REL と比較され

る。） 

本指標は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。 

 GPNP 内の森林地とその分類は、プロジェクトの REDD+調査・計画業務

の作業でおおむね特定されている。排出係数も、2015 年 3 月までに算出

される予定である。 

 プロジェクトのこれまでの調査で、公園内全体の排出量は減少傾向にあ

ることが判明している。そのため、成果 2 の対象地域を GPNP 周辺にま

で拡大することが検討されているのは、指標 2.1 で述べたとおりである。

対象地域の拡大により、CO2削減のインパクト増大も見込まれる。   

                                                        
6 「国立公園 REDD+モデル」とは、森林の劣化・減少に影響を及ぼし得る全ての関係者を、公園の森林資源管理に巻き込むと

いうアプローチである。そのためプロジェクトは、県政府、NGO、民間企業、地元住民の協力を得て、GPNP 内及びその周辺

の森林をどのように保全するかを協議する関係者フォーラムを 2014 年 9 月に設立している。 
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2.4. “Effects of the 

project to biodiversity 

conservation and 

communities are 

assessed.” 

（生物多様性保全とコ

ミュニティに対するプ

ロジェクトの影響が評

価される。） 

本指標にかかる活動には遅延がみられるものの、指標自体は協力期間中に

達成される見込みである。GPNP と地元住民との間の信頼関係の構築に当初

の想定より時間を要したために遅延が生じたが、活動の有効性確保に必要な

遅延であると思われる。  

 成果２の活動の目的は、森林からの排出量削減に資する参加型森林管理

のモデルを構築することである。そのためプロジェクトは公園内及びそ

の周辺地域の社会経済調査を実施し、参加型森林管理を導入する6つの対

象村落を選定し（活動の詳細は指標2.1も参照）、現在村落ごとの森林保

全行動計画の策定を支援しているところである。行動計画の内容は、植

林や環境教育など排出削減に直接貢献するもの、代替生計活動など間接

的な活動と村落によってさまざまだが、いずれの場合も住民自身が選択

する。指標2.4の目的は、これら行動計画の実施が生態系保全や生計向上

にどの程度貢献しているか、その影響を評価することにある。プロジェ

クトは、住民による行動計画の策定を容易にするため、コンサルタント

チームによるファシリテーション研修を実施しているが、住民との関係

構築に時間を要した。 

 生態系と生計へのインパクトの評価自体はプロジェクト終了までに実施

される予定であるので、指標は達成が見込まれる。生態系へのインパク

トの評価は、GPNP職員が現場での職務の一環として行う予定であり、現

在評価手法に関する職員研修が実施されている。生計へのインパクトの

評価は、2014年にプロジェクトが実施した社会経済調査をベースライン

としてプロジェクト終了までに実施される予定である。 

 先に述べた通り、成果２の活動目的は参加型森林管理手法の構築であり、

生計活動に対する直接的な資金支援を行うことではない。しかしこの目

的が、プロジェクトに参加する住民に十分に理解されていない。 

2.5. “An operational 

manual of national park 

REDD+ model is 

drafted.” 

（国立公園 REDD+モ

デルの実施マニュアル

案が作成される。） 

本指標にかかる活動はまだ本格的に開始していないが、計画通り協力期間

中に指標は達成されると関係者は見込んでいる。ここで作成するマニュアル

には、森林の共同管理を通して得た知見と、プロジェクト設計書（PDD）の

準備に必要な情報がまとめられる予定である。 

  

11



 

成果３:「REDD+ model for HP/HL/APL is developed at pilot site(s) in West Kalimantan.」 

（西カリマンタン州のパイロットサイトにおいて、HP/HL/APL のための REDD+事業モデ

ルが形成される。） 

3.1. “Policy and measures 

to reduce CO2 emission are 

developed for pilot site(s) 

of HP/HL/APL.” 

（HP/HL/AP のパイロッ

トサイトで CO2 排出削減

のための政策と対策が開

発される。） 

 本指標に関する活動は、プロジェクト後半に開始するというのが現在

の予定である。準備活動としてこれまで、特定の基準に基づき、クブ

ラヤ県の泥炭地と、カヨンウタラ県シンパン・ヒリール（Simpang Hilir）

郡の保護林がパイロットサイトに選定されている。 

 活動開始に向けた準備が行われる一方で、成果３自体を成果１、２に

統合する協議も進んでいる。先に述べた通り、成果２の活動を GPNP

周辺まで拡大すべく、現在対象地域の見直しが行われている。成果３

のパイロットサイトに選定されたカヨンウタラ県は、この見直しで成

果２に新たに追加される地域に属しているため、カヨンウタラ県での

成果３の活動を成果２に、クブラヤ県で予定される活動を成果１に統

合する計画が新たにプロジェクトで検討されている。 

 成果３の 2 つのパイロットサイト県のうち、クブラヤでは JICA が支援

する「インドネシア国泥炭湿地林周辺地域における火災予防のための

コミュニティ能力強化プロジェクト〔通称「Fire Control Project (FCP)」〕

が、住民主体の泥炭火災予防モデルを構築した。本プロジェクトが培

った地域に関する知見と、研修を受けたコミュニティの人材とを本プ

ロジェクトで活用することで、プロジェクトの実施効率向上が期待さ

れている。   

3.2. “Amount of CO2 

emissions is compared with 

RL/REL for pilot site(s).” 

（CO2排出量がパイロッ

トサイトの RL/REL と比

較される。） 

 クブラヤ県のサイトは、新たに成果２の活動対象となる地域に含まれ

ているため、同サイトの RL/REL は指標 3.1 同様、成果２の活動の一環

として今後算出されることになる。 

 クブラヤ県のパイロットサイトの RL/REL の設定については、現在成

果１で同県全体の RL/REL の設定が行われているところ、この活動の

一環として実現される予定だが、県レベルではなくサイトに特定した

RL/REL を設定するか否かについては、今後更なる協議が必要である。

またクブラヤのサイトについては、以前北海道大学が実施した地球規

模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）が中央カリマンタンで導入

したフラックス測定の機材を使用し、プロジェクトが排出レベルの測

定を実施する予定である。     

3.3. “Effects of the project 

to biodiversity 

conservation and 

communities are assessed 

for pilot site(s) .” 

（パイロットサイトで生

物多様性保全とコミュニ

 カヨンウタラのサイトでの本指標の達成は、成果指標 2.4 の活動の一

環として実現する予定である。 

 クブラヤのサイトにおいて、プロジェクトはこれまで JICA の FCP プ

ロジェクトが実施してきた火災予防を継続し、また新たにアグロフォ

レストリーを導入する予定である。これらの活動が生態系と住民の生

計とに及ぼす影響を、プロジェクト期間終了までに評価することが現

時点で予定されている。なお、生態系保全はクブラヤのサイトでは大
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ティに対するプロジェク

トの影響が評価される。） 

きな比重を占めないので、生態系への影響をどの程度評価すべきかに

ついては今後協議が必要である。 

3.4. “An operational 

manual of REDD+ model 

for HP/HL/APL is drafted.” 

（HP/HL/APL のための

REDD+モデルの実施マ

ニュアル案が作成され

る。） 

本指標で求められるマニュアルに関する協議は、まだ開始されていない。

成果３全体のスコープを見直す際、HP・HL・APL に特化したマニュアル

の必要性についても協議が必要である。 

成果４:「Capacity of carbon monitoring is enhanced at the provincial level in Central Kalimantan.」 

（中央カリマンタン州において、州政府の炭素モニタリング能力が向上する。） 

4.1. “Carbon monitoring 

methods that are applied by 

REDD+ projects in Central 

Kalimantan are compiled 

by MRV institution.” 

（中央カリマンタン州で

の REDD+プロジェクト

で適用された炭素モニタ

リング手法が MRV 機関

によってまとめられる。） 

本指標の一部は、多少の遅れを持って達成が可能である。他の部分につ

いては、成果４全体のスコープと共に見直しが必要である。 

 本指標の目的は、中央カリマンタン州で実施された過去のREDD+関

連案件の調査結果や成果を検証し、泥炭地地下部排出量の評価モニタ

リング手法を改良することである。なおここで述べる過去のREDD+

案件とは、2010年から2014年に実施したSATREPS案件「インドネシア

国泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェクト」を指す。本指標

を達成する方法として、プロジェクトは、中央カリマンタン政府が自

身で泥炭地下部排出量を正確に測定できるよう、同プロジェクトの調

査結果を使用したマニュアルを策定し、排出量の試算を行うことを予

定している7。 

 指標のうち、過去に実施されたREDD+関連活動を見直し、泥炭地用

の炭素モニタリングマニュアルを策定する、という部分はプロジェク

ト終了までに達成が可能である。専門家（北海道大学）との契約に時

間を要したが、マニュアルの準備と暫定的なRL/RELの算出に向けた

作業は2015年3月までに開始が見込まれている。  

 指標の他の部分、すなわち過去のREDD+案件の知見の集積をMRV機

関8が実施するという想定は、現状にかんがみてもはや適切ではない。

本プロジェクト設計時には、当時REDD+に関する政策を主導してい

たREDD+庁（BP-REDD+）の下、排出量のMRVを実施する機関が州

毎に設置されること、そして同機関の設立と職員の研修を本プロジェ

                                                        
7 行政関係者が利用可能なマニュアル作成と試算を成果 4 の活動の中心に据えることは、北海道大学研究者や JCM・REDD+F/S
事業者、インドネシア側から州、県行政関係者の参加を得て 2014 年 1 月にプロジェクトが開催された泥炭 MRV 方法論に関す

るワークショップでの提言を受けて決定した。 
8 本プロジェクト設計当時は、インドネシアの REDD+事業は REDD+庁（BP-REDD+）が統括していた。州レベルの排出量の測

定・報告・検証（Measurement, Reporting and Verification：MRV）は、州毎に設立する MRV 機関（仮称）が担当するというのが、

BP-REDD+下に想定された実施体制であった。しかし 2014 年に着任した新大統領の下、環境省・林業省・BP-REDD+・その他

気候変動関係機関が「環境・林業省」として統合され、BP-REDD+を中心とした REDD+の実施体制全体の見直しが見込まれて

いる。新たな体制の下、州 MRV 機関設置が引き続き方針として打ち出されるか否かは、2015 年 3 月の時点では不明である。 
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クトで支援することが想定されていた。しかしその後BP-REDD+が

MOEFに統合され、MRV機関の設立の見通しも不明であることから、

プロジェクトは現在中央カリマンタン州委員会（KOMDA）を支援の

対象として活動を行っている。またBP-REDD+がREDD+を主導してい

た際、その技術面・実務面の活動は、州レベルの事務局が担当してい

た。しかしこの事務局も、BP-REDD+のMOEFへの統合を受け、2015

年5月～6月に活動を終了すると見込まれており、かかるインドネシア

の現状に即して成果４の活動範囲と指標を見直す必要がある。   

 調査団が中央カリマンタン州関係者を対象に聞き取り調査を行った

結果、本指標で作成するマニュアルの利用者がだれなのか、関係者の

理解が必ずしも統一されていないことが判明した。この点について

も、プロジェクトで再度確認が必要である。 

成果５:「Project findings are referred to in the process of developing REDD+ implementation mechanisms 

at the national level.」 

（国レベルの REDD+実施メカニズム構築過程において、本事業の成果が参照される。） 

5.1. “Findings of the 

project are presented and 

recognized in Ministry of 

Forestry and other national 

agencies concerning 

REDD+.” 

（プロジェクトの成果が

林業省及び REDD+に関

連する他の国家機関に紹

介され認知される。） 

本指標は、成果１～４の活動の結果が明らかになって初めて正式に達成

されることが見込まれるものの、現時点で既に達成に向けた進捗がみられ

る。これまで関係者の協力を得て多くの合同行事が実施されており、また

報告やニューズレターも MOEF に提出されている。うち、特に下表に示す

例は、プロジェクトに対する関係機関の期待や認知度を示す事例として評

価できる。 

2014 年 3 月 林業省研究開発庁主催による REDD+、REL に

関するワークショップにおける REDD+調

査・計画業務の業務主任等による発表 

2015 年 2 月 環境林業大臣との気候変動に関する対話会合

におけるプロジェクト成果発表 

2014 年 12 月（於：ペ

ルー） 

UNFCCC-COP20 におけるインドネシアパビ

リオンでの、林業省との共同サイドイベント

の開催とプロジェクト活動及び他国の JICA

取り組みの発表  

2015 年 2 月（於：東

京） 

森林総合研究所主催の REDD+に関する国際

セミナーにおけるプロジェクトダイレクター

による発表 

2015 年～ 主要な国内関係者及びドナー等が参加する

MOEF 大臣主催の諮問委員会（ Advisory 

Board）への参加 
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３－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標:「REDD+ implementation mechanism is developed in West and Central Kalimantan.」

（西カリマンタン州及び中央カリマンタン州において、REDD+の実施メカニズムが構

築される。） 

1. “Policy document on 

forest carbon monitoring is 

developed by the 

provincial government in 

West Kalimantan.” 

（森林炭素モニタリン

グにおける政策文書が

西カリマンタン州政府

によって作成される。） 

本指標の「受動的」な達成は可能である。すなわち、この指標で求められ

る「policy document（政策文書）」が何であるかプロジェクト関係者自身十分

に把握していないものの、政策上重要な文書は成果達成に向けた活動の一環

として策定される予定であるので9、本指標も自動的に達成されることにな

る。ここでいう政策上重要な文書には、例えば活動 1-6 で、プロジェクトが

算出した RL/REL に基づいて作成する対象 4 県の炭素モニタリング計画や、

将来の REDD+案件に有用な情報を取りまとめた文書（活動 1-8）などが含ま

れる。  

先日プロジェクトが実施した関係者分析調査を活用して州レベルの炭素モ

ニタリングの役割分担が定義されるとしたら、これも重要な成果文書となる。

しかしこれらの文書の一部は既に成果指標に取り入れられているところ、プ

ロジェクト目標の指標に求めるものを再度関係者で定義し共有することが必

要である。また政策文書が策定される場合、必要に応じて他の政策参考文献

や国別事例などを参照することも有用である。      

2. “Application of national 

park REDD+ model is 

stipulated in GPNP 

Management Plan as a 

conservation strategy of 

the national park.” 

（グヌンパルン国立公

園において「国立公園

REDD+モデル」が反映さ

れる。） 

 「国立公園 REDD+モデル」という文言が直接引用されるかは未定だが、本

モデルの内容（森林資源の共同管理10）を公園の管理計画に反映するという

指標の目的自体は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。GPNP

事務所及び日本人専門家によれば、現在同公園事務所が策定する 10 カ年管理

計画11に、森林保全に影響を及ぼすアクターと協力関係を構築するためのア

プローチや手続きが記載される予定である。 

3. “Dissemination of 

REDD+ model for 

HP/HL/APL is planned by 

provincial/district 

government(s) in West 

Kalimantan.” 

〔生産林（HP）/保安林

（HL）/その他の土地利

本指標は、成果３の活動の結果達成されることを想定して設定されたもの

である。しかし成果２、３の活動自体、当初の想定に変更が生じ、現在活動

内容全体の見直しが行われているところ、本指標の適否についても見直しが

必要である。 

                                                        
9 例えば成果指標 1.2 では、関係者分析に基づき今後の州の炭素モニタリングの実施体制や手法を文書として取りまとめる予定

であり、重要な州の政策文書として位置づけられる。 
10 「国立公園 REDD+モデル」の定義は脚注 3 を参照。 
11 以前は 25 年間の管理計画であったが、2011 年政府規定第 28 号で、公園の長期管理計画の対象年数が 10 年に変更された。 
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用（APL）のための

REDD+モデルの拡大が

西カリマンタン州政府

により計画される。〕 

4. “Improvement of 

provincial RL/REL is 

proposed by MRV 

institution in Central 

Kalimantan.” 

〔中央カリマンタンの

MRV 機関により州の参

照レベル（RL）/参照排

出レベル（REL）見直し

が提案される。〕 

成果指標 4.1 同様、本指標についても一部は達成可能だが、他の部分は現状

に合わせて見直しが必要である。地球規模課題対応国際科学技術協力

（SATREPS）「インドネシア国泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェ

クト」が開発した泥炭地下部排出量の評価手法を用いて中央カリマンタン州

の RL/REL を改良する作業は、2015 年 3 月に開始する予定であり、

「Improvement of provincial RL/REL」は達成が可能である。しかしこの作業を

担当するのは MRV 機関ではなく、REDD+及び泥炭地にかかわる州委員会

（KOMDA）の下に設置された MRV 作業部会である。成果４に関連する活動

や指標を、より現実に即したものにするため、またよりプロジェクト関係者

に理解されやすいものとすべく見直す必要がある（見直しの必要性について

は、成果指標 4.1 に詳細を記載）。 

 

３－３ 上位目標達成の見込み 

上位目標：「REDD+ implementation mechanism developed by the project is integrated into national REDD+ 

mechanism.」 

（プロジェクトが構築した州 REDD+の実施メカニズムが、国家 REDD+メカニズムに統合され

る。） 

1. “REDD+ 

implementation 

mechanism developed by 

the project is utilized as 

one of REDD+ measures at 

national level.” 

（プロジェクトが構築し

た REDD+の実施メカニ

ズムが、国レベルの

REDD+方法論の 1 つと

して活用される。） 

上位目標の達成見込みは、現時点では不明である。本プロジェクトの成果

に対する中央政府関係者の期待は高い。本プロジェクトで構築される手法や

モデル〔具体的には州のモニタリングシステム、県レベルの REL を構築する

手法（成果１）、国立公園 REDD＋モデル（成果２）、泥炭地下部排出量の

より正確な評価手法（成果４）〕はそれぞれ政府のニーズに即したものであ

り、国家レベルで活用される可能性は高い。それでも本指標の達成の見込み

は不明と判断した根拠は、主に外部要因の存在である。具体な理由は以下の

通りである。 

1） 現場レベル、あるいは準国レベルで高い成果が産出されても、国家レベ

ルでの活用には自動的につながらない。プロジェクトの成果が国家レベ

ルで活用されるためには、中央政府に対し定期的に成果をフィードバッ

クする、国家レベルの REDD+関連政策や規定との整合性を常に確認・

確保する、他の類似の事業との重複を避ける、といった努力が常に必要

である。 

2） MOEF の総局長の新たな人事、国家 REDD+政策の方向性、法律第 23 号

の施行による中央・州・県の関係変化により、本プロジェクトの活動が

今後も国家 REDD+政策に適切であり続けるか否かが影響を受ける。 
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３－４ 投入の実績 

（注）円貨は 2015 年 2 月 JICA 統制レート（1IDR=0.00938 円）を元に記載。 

３－４－１ インドネシア側投入 

(1) C/P の配置 ジャカルタの MOEF 本部、中央及び西カリマンタン州政府、GPNP から合計

37 名の職員がプロジェクトの C/P あるいは関係者として配置されている。C/P

及び関係者の名簿は別添 1. Annex 3 参照。 

(2) C/P の旅費・日当 2013 年 6 月～2014 年末までに、MOEF からの出張者に対する旅費〔40,000,000

ルピア（約 375,200 円）〕GPNP 職員に対する日当・報償〔28,000,000 ルピア（約

262,640 円）〕、西カリマンタン州政府林業局関係者の旅費〔12,5000,000 ルピア

（約 1,172,500 円）〕が支給されたとの報告を受けている。西カリマンタン州政

府のうち、林業局以外の関係者の旅費日当については、プロジェクトが支給し

ている。詳細は別添 1. Annex 7 を参照。 

(3) 執務室 ジャカルタの MOEF、ポンティアナックの西カリマンタン州政府、クタパンの

GPNP 事務所にそれぞれ専門家用執務室が提供されている。 

(4) 必要な情報データ プロジェクト実施に必要な情報は随時提供されている。 

(5) プロジェクト実施

に必要な経費  

MOEF、西カリマンタン州政府、GPNP 事務所より、プロジェクト開始からこ

れまで合計 653,505,050 ルピア（約 6,130,000 円）が支給されているとの報告を

受けている。その主な内訳は、執務室の維持管理にかかる経費、会議費用等で

ある。詳細は別添 1. Annex 7 を参照。 

３－４－２ 日本側投入（詳細は別添 1. Annex 4 に記載） 

(1) 日本人専門家の派遣 2013 年 6 月から 2015 年 1 月までに長期 4 名、短期 12 名の計 12 名の日本人

専門家が派遣されている。詳細は別添 1. Annex 4 参照。 

(2) 国内人材の雇用 ジャカルタの MOEF 内プロジェクトオフィスでナショナル・コーディネー

ターとナショナル・エキスパートが 1 名ずつ、クタパンの GPNP 事務所で

フィールド・コーディネーターが雇用されている。 

(3) 研修 

 

2014 年に、C/P 機関及びプロジェクトに参加する研究機関から、合計 34 名

のインドネシア人関係者が日本で研修を受けている。参加者の氏名と研修

日程は、別添 1. Annex 5 に記載。 

(4) 資機材 

 

2013 年から 2014 年にかけて、2,002,140,188 ルピア（約 18,780,000 円）相当

の資機材が供与されている。その主な内容は、プロジェクト事務所用機材

や、GPNP 事務所に対する車両、全地球測位システム（GPS）、オフィス用

機材である。供与機材の詳細は別添 1. Annex 6 を参照。 

(5) プロジェクト実施に

必要な経費 

プロジェクト開始からこれまで、計 9,184,518,055.70 ルピア（約 86,150,000

円）が実施に必要な経費として支出されている。主な内訳は、国内人材の

雇用、会議費、ローカル NGO との調査契約等。費用の詳細は別添 1. Annex 

7 に記載。 
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３－５ 実施プロセス 

本節では、プロジェクト活動の実施過程に影響を及ぼした要因を検証する。プロジェクトの運営

体制、関係者のコミュニケーションやオーナーシップ、他ドナーとの連携、自然災害や政治・経済

的要因など、PDM の指標のみでは把捉が困難な影響がその例である。本プロジェクトの実施プロ

セスに影響した要因として、調査団が留意した事項は以下の通りである。 

(1) 政府組織の再編：2014 年 10 月に就任したジョコ・ウィドド大統領の下、現在インドネシア

政府組織の再編が進んでいる。その一環として、旧 MOF、旧環境省、BP-REDD+を含む気

候変動関係機関が、新たに MOEF として統合された。インドネシア気候変動分野における

活動は、今後新 MOEF の傘下でまとめられる。 

(2) 政府組織再編が本プロジェクトに及ぼした、あるいは及ぼすであろう影響は 3 つある。1 つ

目は、BP-REDD+が MOEF に吸収されたことで、森林分野の気候変動対策事業である本プロ

ジェクトを MOEF が実施する正当性が高まったこと。2 つ目は、中央政府レベルでの環境省

と MoF の合併は、地方政府における環境局・林業局の機能の統合・再編をもたらすため、

現在 C/P として本プロジェクトの実施にあたる部局が、一年後もプロジェクトのメンバーで

あり続けるかどうかが不透明になったことである。かかる組織変化の結果、プロジェクトに

対し個々の C/P メンバーのコミットを得ること、またこれらメンバーがプロジェクトで得た

経験（例えば本邦研修の知見）をプロジェクト活動に生かすことが困難な状況にあることが

3 つ目である。 

(3) 地方政府に関する法律第 23 号の影響：インドネシア政府は 2014 年 9 月 30 日、地方政府に

関する法律第 23/2014 号を施行した。同法第 14 条では、森林管理にかかる権限が県から州

に移譲されること、森林に関する県の権限を森林公園（Taman Hutan Raya）の管理にとどめ

ることが規定されている。同法の施行は、地方政府の業務や、県政府による森林管理業務を

支援してきた多くのドナーの事業に大きな影響を与えると見込まれている。今後州と県との

役割分担が具体的にどのように変化するかは不明であるところ、プロジェクトは地方政府の

動向を十分にモニタリングし、県政府の協力を得て実施するプロジェクトの成果１～３の活

動内容を柔軟に調整する必要がある。 

(4) コミュニケーションと情報共有：今回のレビューにおいて、プロジェクトの目的や活動を正

確に把握しているインドネシア側関係者が少ないことが明らかになった。この傾向は特に中

央及び西カリマンタン州政府関係者に顕著であるが、成果２の対象コミュニティについても

同様の課題が見受けられる。理由としては、複数の部局から数多くの職員が参加する本プロ

ジェクトの実施体制の複雑さ、そして国際開発協力事業の性格上起こる異文化間のコミュニ

ケーションの難しさ等が挙げられる。その対策として、活動の成果のみではなくプロセスを

共有することで、信頼関係を構築し誤解を少なくすることの重要性が、多くの関係者から提

案されている。          

(5) 知識・技術の移転：上記で述べた活動プロセスの共有に関連して、多くのインドネシア側関

係者が、日本人専門家の知見や技術がインドネシア側 C/P に十分に共有されていないと感じ

ていることが今次レビュー調査において確認された。その理由として、特に日本人短期専門

家のインドネシア滞在期間が非常に限られていること、また長期専門家とインドネシア側

C/P とのコミュニケーションが不足気味であったことなどが、インドネシア側関係者より挙

げられている。 
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第４章 評価結果 

 

この章では、これまで確認したプロジェクトの実績を、OECD の 5 項目評価基準（「妥当性」「有

効性」「効率性」「インパクト」「持続性」）の観点から評価する。 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は総じて高いと評価できる。その主な理由は以下の通りである。 

(1) 政策との合致：本プロジェクトの焦点は、インドネシア国家及び州の温室効果ガス削減計画

（Rencana Aksi Nasional Penurunan Emisi Gas Rumah Kaca：RAN-GRK）及び（Rencana Aksi Daerah 

Penurunan Emisi Gas Rumah Kaca：RAD-GRK）や国家・州の REDD+戦略に打ち出された中央・

地方レベルのインドネシア政府の排出削減にかかる努力、REDD+実施にかかる取組みに合致し

ている。またプロジェクトの内容は、日本政府とインドネシア政府の気候変動に関する二国間協

力の内容、そして日本の対インドネシア国別援助方針にも合致している。 

(2) 開発ニーズへの合致：地方政府（州・県政府及び国立公園事務所）の MRV システム強化と

森林共同管理の推進を支援するという本プロジェクトの目的は、これら政府機関の開発ニーズ

と活動計画に合致している。その理由としてこれらの機関はそれぞれ、排出削減目標を課され

ているものの、気候変動適応分野での実務的な経験が不足していたことが挙げられるが、現在

行われる政府再編で、C/P 機関の組織としてのニーズに変化が生じることも考えられるので、

今後再編の動向に注視し、定期的にインドネシア政府と協議を持つことがプロジェクトに求め

られる。        

(3) プロジェクトの設計とアプローチには改善の余地がある。プロジェクト実施に関する当初の

想定が、現状にかんがみて一部適切さを欠いている。現時点で特に修正が必要なのは、成果２

の対象地域とアプローチの見直し、成果３の活動の成果１、２への統合・成果４の活動範囲の

修正である。また MOEF の局長人事の刷新後の政策の方向性、法律第 23 号発効後の州政府・

県政府の新たな役割分担等によって、今後プロジェクトの目標や指標の設定に更なる修正が必

要となる。 

 

４－２ 有効性 

(1) 本プロジェクトの有効性は、現時点では判断できない。プロジェクトの成果を確認       

し、プロジェクト目標の達成度を評価するには時期尚早のためである。 

(2) PDM の指標には、事業の主な成果が何であるのかをより的確に表現するものが選択され

るべきである。例えば GPNP が主導する関係者フォーラムや、中央カリマンタン州で策定

する泥炭地下部排出量の評価マニュアルなどの成果が PDM の指標に明記されれば、プロ

ジェクトの目的・目標に対する関係者や一般の理解がより得られやすくなると思われる。 

(3) プロジェクトの個々の成果がお互いどのように関連し、産出された成果がプロジェクト目

標達成にどのように貢献するかを PDM 上より明確にすれば、プロジェクトの有効性がよ

り高まるものと思われる。各成果の間の連携は、例えばプロジェクトが国立公園 REDD+

モデルを西カリマンタン州内で普及する際に重要になる。その場合、GPNP と西カリマン
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タン州政府とのより密接な協力が必要となるが、このような連携のメカニズムは、現時点

では限られている。 

 

４－３ 効率性 

(1) 求められる成果をおおむね計画通りのタイミングで産出しているという点において、プロ

ジェクトは総じて効率的である。中央カリマンタンにおける成果４の活動には遅れがみら

れるが、その活動も開始されるところであり、プロジェクト期間内に完了する予定である

（詳細は「３－１ 成果の達成状況」を参照）。 

(2) 中央カリマンタンに対する投入を除き、日本側の投入は計画通り実施されている。インド

ネシア側の投入（C/P の投入、執務室の提供、林業省からの C/P に対する旅費の支払等）

もおおむね計画通りであるが、林業局以外の西カリマンタン州政府関係者の旅費について

は、州政府の予算的制限からプロジェクトで支払いをするケースがあり、かかる費用の分

担について関係者で協議する必要が認められる。 

(3) 既存のリソースを 大限活用する努力も図られている（具体的には SATREPS プロジェク

トや FCP の知見の活用等）。  

(4) 活動実施の過程でプロジェクト運営実施管理の効率を妨げる要因として、プロジェクト関

係者より以下の課題が提起された。 

1) 関係者間のコミュニケーションと情報共有が困難であり、その結果プロジェクトの目的と

活動内容に関するC/Pの理解が十分に醸成されていないこと。このような課題が生じる理由

として、REDD+を扱う本プロジェクトの性格上、地理的に分散しREDD+に対する関心を異

にする関係者が多数参加していることが挙げられる。日本とインドネシアの文化的な違い

もあって、特に成果１の関係者は、プロジェクトに十分に参加しているという意識を持ち

合わせていないようである。もし活動実施のプロセスが関係者間で十分に共有されていれ

ば、成果指標1.1で述べた土地被覆図に関する議論は生じていなかったかもしれない。 

2) 日本人専門家からの技術移転が十分でなかったこと。その理由として、先に述べたコミュ

ニケーションの問題や、日本人短期専門家がC/Pと十分な時間を共有できなかった事情が挙

げられる。 

3) C/P機関内での人事異動に伴う、前任者からのプロジェクト業務の引き継ぎ不足がみられ

た。引き継ぎ不足の問題は、MOF・環境省・BP-REDD+の統合に伴い、今後より顕著にな

るものと思われる。そのため、プロジェクトに対しC/Pの継続的なコミットを得ること、ま

たC/Pがプロジェクトで培った知見（例えば本邦研修の経験等）をプロジェクトの業務に生

かすことが困難となっている。 

 

４－４ インパクト 

(1) 本プロジェクトのインパクトは、現時点では評価できない。インパクトの評価の指標となる

上位目標の達成の見込みが、現時点では不明確だからである。具体的な理由は以下の通りで

ある。 

1） プロジェクト活動の成果を見直し予定であり、現時点で上位目標達成との関係を見通せな

い。 

2） 現場レベル、あるいは準国レベルでプロジェクト活動が成功しても、その成果が自動的に国家
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レベルに活用されるとは限らないこと。 

3） 現在の準国レベル・現場レベルの活動が、将来の国家レベルのREDD+の方針にかんがみて適

切か否かは、新政権下におけるREDD+の国家政策の動向、森林管理にかかる国家・州・県の

役割分担が法律第23号実施の結果どのように変化するかに左右されてしまうこと。 

なお、プロジェクトは近年、MOEF 大臣の下に新たに設立された諮問委員会（Advisory 

Board）のメンバーに招待されており、そこでプロジェクトが REDD+の実施から得た知見

を貢献することが期待されている。このような委員会への積極的な参加とプロジェクトの

成果の発信は、プロジェクトの成果が国レベルで活用される可能性を高めるものと思われ

る。 

(2) 多くの事例は確認できなかったが、草の根レベルのインパクトも確認されている。例えば成

果２のファシリテーション研修に参加したGPNP職員は、研修で地元住民との対話が促進さ

れたことで、同職員が担当する地域で活動する違法伐採者の数を、17人から3人に削減する

ことができたと語っている。活動が進捗すれば、より多くのインパクトが確認できるものと

思われる。   

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性を確保する上で、以下の懸念事項か確認された。 

(1) 今後の実施体制：「３－５ 実施プロセス」で述べた通り、インドネシアの REDD+を取り巻

く環境は、省庁再編と法律第 23 号の施行により、国家レベル・準国レベルともに大きな変

遷を迎えている。かかる REDD+実施環境の変化により、本プロジェクトで産出した一部の

成果が引き継がれないおそれがある。 

(2) 政府体制の変化がプロジェクトに与える潜在的な影響としては、省庁再編後の新しい体制の

下、プロジェクトの目的・活動範囲・C/P が変更される、法律第 23 号の施行で森林管理に

かかる権限が州に移譲され県のモチベーションが低下する、環境省と林業省の合併により、

州環境局・林業局の人員削減が見込まれる中、州政府内の人間関係が複雑になる、等が考え

られる。よって政策の今後の方向性を見極め、流れに沿ってプロジェクトの活動を調整する

まで、時間が要される。 

(3) 技術の持続性：日本人専門家からの技術移転がこれまで限定的であったため、C/P の能力は、

今後自身で炭素モニタリングを継続するには十分でないと考えられる。 

(4) 財政面での持続性：本プロジェクトは REDD+関連事業であるので、その財政的持続性を確

保する理想的な方法は、C/P が PDD を作成し、グリーン気候基金（Green Climate Fund : GCF）

や森林炭素パートナーシップ基金（Forest Carbon Partnership Fund：FCPF）等の国際基金から

支援を得ることである。しかし地方政府の人事の大規模な刷新が予想される中、州政府のコ

ミットを得て国際基金への応募準備を行うまでには、まだ時間が必要と思われる。 

(5) プロジェクトは、成果２の活動の結果構築される関係者フォーラムが、PDD を作成し国際

基金に申し込む母体となることを期待している。関係者フォーラムの役割に対する期待が高

まる一方、同フォーラムは新設されたばかりでまだ具体的な役割が確定していないのが現状

である。したがって、関係者フォーラムの活動が今後どのように進んでいくかは、現時点で

は不透明である。 
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４－６ 効果発現への貢献・阻害要因 

４－６－１ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること：総じてプロジェクトの内容が、インドネシア政府の政策とニーズ

に合致していること。そのためプロジェクトが MOEF 大臣の招集する諮問委員会のメンバ

ーとして招集され、プロジェクトの州・現場レベルでの取り組みを国家レベルにインプッ

トできる可能性が高まった。他方でインドネシアの省庁再編に伴い、REDD+の実施環境が

変化していることから、今後の政策の方向性を注視し、活動の目的や内容を柔軟に修正す

る必要がある。 

(2) 実施プロセスに関すること：計画はおおむね計画通りに進捗している。これにより、マク

ロレベルで不安定要素が多い中、活動のレベルでは成果が確保されつつある。 

 

４－６－２ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 プロジェクトの当初計画の一部が現状に即していないこと。具体的には成果２で現場の

REDD+実施を試みる対象地となった GPNP 内で実際は森林劣化・減少の度合いが軽減

されていたことが判明した。また、当初想定された MRV 機関の設立が実現しなかった

ことから、現状に即した活動内容の見直しと修正が必要となっている。 

 各成果間の関連性が PDM 上明確でないこと。そのため、5 つの成果を総合してどのよ

うにプロジェクト目標が達成されるかが不透明である。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

以下の実施プロセスの問題が、プロジェクトの効率性を阻害している。 

 文化や言語の違い、REDD+調査・計画業務を担う短期専門家チームのインドネシア滞

在期間が短いこと等の理由から、日本側とインドネシア側とのコミュニケーションが十

分に図られていない。 

 プロジェクトの内容や指標に対する関係者の理解が十分でないこと。これにより、特に

西カリマンタン州政府では活動が日本側主導になりやすく、C/P の参加が十分に得られ

ていない。 

 上記に関連し、日本側から C/P への技術移転が十分に図られていない。 
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第５章 結論 

 

2013 年 6 月の事業開始以降、プロジェクトは目標達成に向け、一定の進捗を見せている。これ

までの活動は成果４を除けば総じて計画通りに実施されており、成果指標のほとんどはプロジェク

ト終了までに達成が見込まれる。 

上記の実績が確認される一方、プロジェクトの実施過程、そしてプロジェクト当初の設計につい

て、課題や懸念事項も確認されている。具体的な課題としては情報共有や技術移転が不足している

こと、成果２、３、４の活動範囲や指標の一部が現状にそぐわなくなっていること、指標の定義や

成果間の関連性が十分精緻化されていないこと等が挙げられる。その結果、成果レベルの指標はお

おむね達成されても、プロジェクト目標が協力期間内に達成されるか否かが不透明である。また、

MOF・環境省・BP-REDD+の統合や法律第 23 号など、その影響がどの程度かは不明確であるとは

いえプロジェクトの実施にインパクトを及ぼし得る外部要因の存在も見逃すことはできない。 

これらの現状を踏まえた調査団の結論は以下の通りである。プロジェクトの目的はおおむねイン

ドネシアの政策とニーズにかんがみて妥当であるが、プロジェクトの設計については、現状に即し

た修正の必要が認められる。有効性については、プロジェクト目標の指標が十分精緻化されていな

いこと、また各成果が総じてどのようにプロジェクト目標の達成に貢献するのかが不明であること

から、現時点では判断できない。プロジェクトは、計画に沿って活動を実施するという点では効率

的であるが、コミュニケーション・情報共有・技術移転の面で改善の必要性が認められる。インパ

クトについては、現場そして準国レベルのプロジェクトの成果がどのように国レベルの REDD+実

施に活用されるかが不透明であること、また省庁再編と法律第 23 号の施行により、プロジェクト

の成果が今後もインドネシア REDD+に適切とみなされるかが不透明であることから、現時点での

評価は時期尚早と判断した。またここまでの評価結果は、プロジェクトの持続性についても課題を

浮上させる。MOEF の組織再編が落ち着くまでにまだ時間を要すると思われるところ、プロジェク

トを一定期間延長することが望ましい。  
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第６章 提言と教訓 

５－１ 提言 

５－１－１ プロジェクトの戦略に関する提言 

プロジェクトは、インドネシア国内及び国際的な REDD+を取り巻く環境の変化に対応するた

め、プロジェクトの基本戦略を、以下に沿ってより明確に打ち出すこと。 

プロジェクトは、西カリマンタン州・県・郡レベルの活動を、国レベルの規定（例えば国レベ

ルの森林からの参照排出量（Forest Reference Emission Level: FREL）と整合（「nesting」）させるこ

とで、REDD+におけるジュリスディクショナル・アプローチ（jurisdictional approach）12を推進す

ること。またランドスケープのレベルは複数の森林劣化・減少要因（Driver）に対応することが

重要であり、この点についてプロジェクトは既に、カヨンウタラ郡で新たに実施する現場レベル

の REDD+計画において取り組みを行っている。かかる取り組みを通して準国レベルで実施され

る活動間の関連性を高めることが、UNFCCC で取りまとめる REDD+実施メカニズムを強化する

素地を作ることにつながるであろう。 

またプロジェクトの戦略は、インドネシアの現状に即して精緻化され、調整される必要がある。

具体的には MOEF の新設や、森林管理の権限を県から州に移管する法律第 23 号のことを指す。 

 

５－１－２ プロジェクトの設計に関する提言 

近年のインドネシアの状況と上述の基本戦略を念頭に、プロジェクトのデザインを以下に沿っ

て整理することを提案する。 

 

(1) PDMを整理・修正する。 

次回の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において、PDM の目標・成果・

指標を見直す。その具体的な作業は以下の通りである。 

1） 成果３を他の成果（成果１、２）に統合し、指標を適切に整理する。これにより、森林劣

化・減少の複数の原因にランドスケープのレベルで対応することを目指す。またその文脈

で、REDD+調査・計画業務の業務範囲を見直す。 

2） 上述の基礎戦略とアプローチを踏まえてプロジェクト目標を修正する。これにより、プロ

ジェクトの目標とMOEFの今後の方向性との整合性を確保する。その上で、新設のMOEF

とJICAとの間で、必要なR/Dの修正を行う。   

 

(2) PDDの対象となるREDD+モデルの範囲と境界を修正する。 

プロジェクトの調査において、GPNP内の森林減少率は低下していることが確認されている。

REDD+活動（特に現場活動）におけるより一層のインパクトを目指すため、また活動の出口

戦略により柔軟に対応するため、準備する PDD の対象となる地域を、GPNP の境界線から、

カヨンウタラ県 Simpang Hilir 及び Sukadana 郡の行政境界線へと変更する。 

 

                                                        
12 REDD+の取り組みが先行的に行われる特定のプロジェクトサイトや準国レベルの事業計画を国レベルの REDD+に整合させ

るとの考え方。 
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(3) プロジェクト期間を延長する。 

MOEF が組織再編を終え REDD+にかかる実施体制を再構築するまでの移行期間を考慮し、

PDM 修正後のプロジェクト活動期間を確保するため、プロジェクトの協力期間の延長を提案

する。具体的な延長期間は、PDM 修正後のプロジェクトの目標や、MOEF 内の新たな役割分

担を考慮した上で、日尼双方の関係者協議で決定する。 

 

(4) REDD+実施基金への応募に向けた準備を行う。 

 プロジェクトの持続性を確保し、プロジェクトが計画した REDD+を実施段階につなげるた

め、プロジェクトは、MOEF による REDD+モデル構築のための二国間あるいは国際的基金へ

の申請を支援する。世界銀行の FCPF 炭素基金、GCF 等の国際公的ファンド、日本政府の二国

間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism：JCM）、企業の社会的責任（Corporate Social 

Responsibility：CSR）に関心を示す民間企業の資金等が挙げられる。結果払いを条件としたア

ップフロント（事前）の資金需要を満たす方法として、JICA の有償資金協力を利用すること

も一案である。 

  

５－１－３ プロジェクトの運営管理に関する提言 

(1) プロジェクトに対する関係者の理解を促進する。 

プロジェクトは、活動の目的や内容が全ての関係者に共有・理解されるよう努める。特に

中央・西カリマンタン州各政府における理解を醸成し、地元住民の理解を得ることで、プロ

ジェクトの主たる目的が生計に対する直接の支援ではなく、地域と GPNP との間の信頼醸成

にあることを周知する。またこの作業の過程で、既存の情報共有・報告体制を確認し、関係

者がどのタイミングでお互いから情報を得るべきかを明確にする。 

 

(2) 共通のプロジェクト管理ツールに合意する。 

プロジェクト管理のための共通のツールを関係者全員で協議・決定し、インドネシア語で

もこれを準備する。かかるツールの 1 つとして、プロジェクト当初に作成されながらも広く

共有・理解されなかった活動計画（Plan of Operation：PO）及び年間活動計画（Annual Work 

Plan：AWP）が挙げられる。ローリング・プランである PO は定期的に見直し・修正される

べきであり、また活動の担当者、活動の手順とタイミング、報告・情報共有のスケジュール

と手段もこれに明記されるべきである。更にプロジェクトは、活動運営と関係者間の情報共

有を促進するためのより創意的な方法を検討すべきである。 

 

(3) 西カリマンタン州レベルのREDD+活動を強化する。 

プロジェクト目標の達成には、西カリマンタン州レベルの活動強化と関係者の能力向上が

不可欠である。そのため、調査団は以下の活動を提案する。 

 

1） プロジェクトは、協力期間後も他の州で活用・参照され得る「準国レベルREDD+モデル」

の構築を目指し、西カマンタン州及び県、そしてGPNPにおける各活動の連携を強化する。

かかるインパクトの創出には、西カリマンタン政府や関係県からのコミットが不可欠で

ある。インドネシア側は、既存の協力の枠組みを強化し、西カリマンタン州で活動に従
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事する適切な人材を確保すること。 

2） プロジェクトは、REDD+調査・計画業務の新たな業務範囲（Terms of Reference：TOR）

を決定するため、日本及びインドネシアの責任者と協議する。その目的は、REDD+調査・

計画業務専門家からの知識・技術の移転を促進すること、そしてREDD+調査・計画業務

のTORを、今後のプロジェクト活動の範囲により即したものへと修正することである。 

 

(4) 現場レベルでの広報活動を促進する。 

プロジェクトでは、州レベルの REDD+モニタリング手法や、国立公園の共同管理モデル等、

多くの成果を生み出してきた。しかしこのような成果が、日本やインドネシアの州・現場の

レベルで、一般に対し広報される機会はまだ少ない。よって次の JCC に向けて広報計画を策

定することをプロジェクトに提言する。特に州・地域レベルで、プロジェクト活動が地元新

聞やソーシャルメディア等の媒介を通して発信されるよう働きかけるとともに、これまでの

成果を出版物として取りまとめる。 

 

５－１－４ その他の提言 

(1) 民間企業の参加を促進する。 

プロジェクトはこれまでも、JCM-REDD+事業をファシリテートする役割を担ってきている

が、その役割を PDM 上に明記し、残りの協力期間で REDD+に対する民間投資が促進される

よう、より一層の努力を行うことをプロジェクトに提案する。 

 

(2) プロジェクトで培った関係者の能力を取り込み、活用する。 

調査団はインドネシア側に対し、地理情報システム（Geographic Information System：GIS）

研修や GPNP のファシリテーション研修等を通してプロジェクトが能力強化を図った人材を

十分に業務に取り込み、活用することを提言する。 

 

５－２ 教訓 

REDD+の概念は、UNFCCCの交渉下で現在も議論が進展しているため、不確定要素が存在する。

このような状況下で、REDD+準備（readiness）支援プロジェクトを設計・実施するにあたり、特に

以下を考慮した案件の準備をすることが望ましい。 

 関係者との協議及び関係者の参加の確保 

 中央及び地方政府の協力の枠組み 

 柔軟かつ状況に適応可能な実施プロセス 

 カーボンベネフィットの共有とセーフガード 

 確固とした出口戦略 

 

26



 

 

 

 

 

 

別 添 資 料 

 
1. Minutes of Meeting （2014 年 3 月 2 日署名済） 

2. 評価グリッド（日） 



 



別添資料1

29



 



別添資料1

31



 



別添資料1

33



 



別添資料1

35



36



別添資料1

37



 



別添資料1

39



40



別添資料1

41



42



別添資料1

43



44



別添資料1

45



46



別添資料1

47



48



別添資料1

49



50



別添資料1

51



52



別添資料1

53



54



別添資料1

55



56



別添資料1

57



58



別添資料1

59



60



別添資料1

61



62



別
添
資
料
1

63



64



別
添
資
料
1

65



 



別添資料1

67



 



別添資料1

69



70



別添資料1

71



72



別添資料1

73



 



別添資料1

75



76



別添資料1

77



 



2016/1/26

（１）実績の検証・実施プロセス

評価項目 大項目 小項目

成果は計画どおり産
出されているか。

成果１：「Sub-national
framework on REDD+ is
developed in West
Kalimantan」

指標「1.1.District RL/REL is established」の達成状況

設定されたRELに関する文
書、プロジェクト報告書、
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「1.2.Carbon monitoring method is developed」の達
成状況

設定された炭素モニタリン
グの方法に関する文書、プ
ロジェクト報告書、専門

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「1.3.Potential REDD+ sites for future investment are
identified」の達成状況

REDD+事業適地選定に関す
る文書、プロジェクト報告
書、専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

成果１の外部条件「Provincial government secures
counterpart budget」が満たされているか

専門家、C/P 質問票、インタビュー調査

成果ト２：「National park
REDD+ model is developed
at GPNP」

指標「2.1. Areas under different local conditions in
national park are identified in terms of drivers of
deforestation and forest degradation」の達成状況

地域ごとの森林減少・劣化
に関するプロジェクト報告
書、専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査、現地踏査

指標「2.2. Policy and measures to address the above
causes are developed for respective areas」の達成状況

立案された計画・対策に関
するプロジェクト報告書、
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「2.3. Amount of CO2 emissions is compared with

RL/REL for respective areas」の達成状況

炭素排出量の比較結果を示
すプロジェクト報告書、専
門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「2.4. Effects of the project to biodiversity
conservation and communities are assessed」の達成状況

生物多様性や生計向上への
効果を示すプロジェクト報
告書、専門家、C/P、住民

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「2.5. An operational manual of national park
REDD+ model is drafted」の達成状況

作成されたマニュアル、プ
ロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

成果２の外部条件「National park office secures
counterpart budget」が満たされているか

専門家、C/P
質問票、インタビュー調査

日本インドネシアREDD+実施メカニズム構築プロジェクト（IJ-REDD+)

評価グリッド

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

実績の検証
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

指標「3.1 Policy and measures to reduce CO2 emission
are developed for pilot site(s) of HP/HL/APL」の達成状
況

策定された計画・対応策に
関するプロジェクト報告
書、専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「3.2  Amount of CO2 emissions is compared with
RL/REL for pilot site(s)」の達成状況

排出量の比較結果に関する
プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「3.3 Effects of the project to biodiversity
conservation and communities are assessed for pilot
site(s)」の達成状況

生物多様性や生計向上への
効果を示すプロジェクト報
告書、専門家、C/P、住民

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標「3.4　An operational manual of REDD+ model for
HP/HL/APL is drafted」の達成状況

策定されたマニュアル、プ
ロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

成果３に関する外部条件「There are private
companies/local organizations which are interested in
REDD+」は満たされているか。

専門家、C/P
文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

成果４：「Capacity of
carbon monitoring is
enhanced at the provincial
level in Central Kalimantan」

指標4.1.「Carbon monitoring methods that are applied by
REDD+ projects in Central Kalimantan are compiled by
MRV institution」の達成状況

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

成果4の外部条件「Provincial government sets up MRV
institution」は満たされているか。

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

成果５：「Project findings
are referred to in the process
of developing REDD+
implementation mechanisms
at the national level」

指標5-1「 Findings of the project are shared with Ministry
of Forestry (MoF) and other national agencies concerning
REDD+」の達成状況

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標 1. 「Application of project’s achievement regarding
the development of RL/REL and carbon monitoring
mechanism is proposed in non-target districts of West
Kalimantan」の達成状況又は見込み

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標2．「Application of national park REDD+ model is
stipulated in GPNP Management Plan as a conservation
strategy of the national park」の達成状況又は見込み

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

プロジェクト目標：
「REDD+ implementation
mechanism is developed in
West and Central
Kalimantan」

プロジェクト目標の
達成見込みはある
か。

成果３：「REDD+ model
for HP/HL/APL is developed
at pilot site(s) in West
Kalimantan」
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

指標3．「Dissemination of REDD+ model for
HP/HL/APL is planned by provincial/district government(s)
in West Kalimantan」達成状況又は見込み

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

指標4.「Improvement of provincial RL/REL is proposed
by MRV institution in Central Kalimantan」達成状況又は
見込み

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

詳細計画時に想定された外部条件「REDD+を含む気
候変動対策にかかる国際的な協議が今後も継続され
る」見込み

COP等の議論に関する文
献、プロジェクト報告書、
専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

上位目標の達成見込
みはあるか。

上位目標：「REDD+
implementation mechanism
developed by the project is
integrated into national

プロジェクトの結果、指標「REDD+ implementation
mechanism developed by the project is integrated into
national REDD+ mechanism」が達成される見通し

プロジェクト報告書、専門
家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

詳細計画時に想定された外部条件「インドネシア政
府がREDD+推進政策を維持する」見込み

政府政策文書、プロジェク
ト報告書、専門家、C/P

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

（ 1 ） カ ウ ン タ ー パ ー ト の 配 置 （ Counterpart
personnel）

専門家、C/P 文献調査、質問票

（2) ローカルコスト（Local operational costs） 専門家、C/P 文献調査、質問票

（3）プロジェクト用オフィス・施設（Project office
and facilities）

専門家、C/P 文献調査、質問票

（1）日本人専門家の派遣（PDMによる）

　　・ チーフアドバイザー(Chief advisor)

　　・ 参加型森林管理

　　　(Participatory forest management)

　　・ 組織開発(Institutional development)

　・ 炭素管理モニタリング

　　(Carbon assessment and monitoring)
    ・　衛星データ解析(Satellite data analysis）

    ・　マーケット・資金メカニズム

　　　（Market/Funding mechanism）

投入は計画どおり
か。

日本側による投入 文献調査、質問票プロジェクト報告書、専門
家、C/P、JICA事務所

プロジェクト報告書、専門
家、C/P、JICA事務所 文献調査、質問票

インドネシア側による投入
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

    ・　業務調整(Coordinator)

（2）　研修員受入
プロジェクト報告書、C/P、
専門家

文献調査、質問票

（3）　資機材
プロジェクト報告書、C/P、
専門家

文献調査、質問票

活動は計画どおりに
実施されているか。

活動計画（PO）通りに活
動が実施され、成果が産出
されているか。

実績と計画との比較結果
PO、プロジェクト報告書、

C/P、専門家
文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

役割分担や連絡指示系統の明確さ

モニタリングや情報共有の体制と実施状況

インドネシア側と日本側のコミュニケーション
プロジェクト報告書、C/P、
専門家、JICA事務所

インドネシア側関係者（PHKA、GNNP、中・西カリ
マンタン各州政府、住民等）の間のコミュニケー
ション

プロジェクト報告書、C/P、
専門家、住民、JICA事務所

日本側関係者（専門家、ローカルスタッフ、JICA本
部、インドネシア事務所等）の間のコミュニケー
ション

プロジェクト報告書、専門
家、JICA事務所

文献調査、インタビュー調
査

プロジェクトの円滑な実施に対するインドネシア側
の協力

インドネシア側による活動や投入の実施状況

専門家人材の専門性

役割分担の明確さ・適切さ

技術移転の手法は適切か。
技術移転の手法の適切性

プロジェクト報告書、C/P、
住民

文献調査、インタビュー調
査

C/Pの専門分野や配置は適
切か。 C/Pの専門性、役割分担の明確さ・適切さ

プロジェクト報告書、JICA
事務所、専門家

文献調査、インタビュー調
査

（1）　REDD+実施にかかる国際的潮流の変更

（2） REDD+実施にかかるインドネシア政府の組
織・実施体制の変化

実施プロセス

関係者のコミュニケーショ
ンは円滑か。

関係者のプロジェクトに対
する認識・オーナーシップ
は高いか。

プロジェクト報告書、専門
家、JICA事務所、投入及び
活動の実績

プロジェクト報告書、JICA
事務所、専門家、C/P

専門家の能力や配置は適切
か。 C/P、JICA事務所

その他、プロジェクトの実
施過程で生じている課題は
あるか。

文献調査、インタビュー調
査

文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

プロジェクト関係者
の配置・専門性は適
切か。

プロジェクトの実施
体制は適切か。

実施体制は適切に機能して
いるか。 プロジェクト報告書、C/P、

専門家、JICA事務所
文献調査、質問票、インタ
ビュー調査

インタビュー調査

文献調査、インタビュー調
査、質問票

その他
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

（3）　他の政府機関やドナーによる関連支援の影響

（4）　課題に対して講じた対応策とその効果　等

REDD+ : 開発途上国における森林減少・劣化に由来する排出の削減並びに森林保全、持続可能な森林経営及び森林炭素蓄積の増加の役割     RL/REL: 参照レベル／参照排出レベル　

PHKA:　（旧）林業省自然保護総局保全林・保護林環境サービスGPNP：　グヌンパルン国立公園 　　  C/P：カウンターパート
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（２） 経済開発協力機構の5項目基準による評価

評価項目 大項目 小項目

プロジェクトの目的は、森林保全や気
候変動に関するインドネシア国の開発
政策に合致しているか。詳細計画時に
確認された妥当性に変更はないか。

インドネシア国家REDD+戦略、旧林業

省PHKA戦略（RENSTRA-PHKA)、イン
ドネシア温暖効果ガス削減行動計画、
その他現行の国内方針との整合性

REDD+にかかる国内政策文
書、詳細計画策定調査報告
書、C/P、専門家

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

プロジェクトは日本の援助政策・JICA
の援助実施方針と合致しているか。

日本の援助政策における森林保全・気
候変動分野支援の位置づけ

日本外務省資料、JICA援助方
針

文献調査

ターゲットグループの選定は妥当で
あったか。詳細計画時に確認された妥
当性に変更はないか。

プロジェクトのの対象となるC/P機関や
デモンストレーション対象地域の選定
方法の妥当性

プロジェクト報告書、詳細計
画策定調査報告書、C/P、専
門家、住民

文献調査、インタビュー
調査

プロジェクトの目的・内容は、受益者
の開発ニーズに合致しているか。詳細
計画時に確認された妥当性に変更はな
いか。

C/P機関(*)の能力ニーズ・対象地域の支
援ニーズとの整合性
(*)　PHKA、対象州政府、対象集落等

プロジェクト報告書、詳細計
画策定調査報告書、C/P、専
門家

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

プロジェクトの設計やアプローチは、
C/P機関が直面する課題への対応策と
して適切であったか。詳細計画時に確
認された妥当性に変更はないか。

活動範囲・技術移転の手法・実施体制
に関する関係者の評価

プロジェクト報告書、詳細計
画策定調査報告書、C/P、専
門家、住民

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

日本の知見に優位性はあるか。
森林保全・気候変動対策・対インドネ
シアに支援おける日本の活動実績

詳細計画策定調査報告書、過
去の日本の支援に関する文献

文献調査

日本インドネシアREDD+実施メカニズム構築プロジェクト（IJ-REDD+)

評価グリッド

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

妥当性 優先度

必要性

アプローチの妥
当性
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

プロジェクト目
標の達成

プロジェクト実施の結果、プロジェク
ト目標「REDD+ implementation
mechanism is developed in West and
Central Kalimantan」は達成が見込まれ
るか。

実績の検証結果 実績の検証結果 ------

アウトプット→
プロジェクト目
標の因果関係

アウトプットは、プロジェクト目標達
成に適切かつ十分であったか。

実績の検証結果、関係者所感
実績の検証結果、C/P、専門
家

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

プロジェクト目標の達成に貢献した要
因は何か。

実績の検証結果、関係者所感
プロジェクト報告書、C/P、
専門家、住民

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

プロジェクト目標達成を阻害した要因
はあるか。

プロジェクトの運営、PDMの外部要
因、政府の体制や政策の変更等

プロジェクト報告書、C/P、
専門家、住民

文献調査、インタビュー
調査

プロジェクト目標の達成に必要なPDM
の外部要因は満たされたか。

実績・実施プロセスの検証の検証結果
プロジェクト報告書、C/P、
専門家

文献調査、インタビュー
調査

成果指標の達成
状況 成果は計画通り産出されているか。 実績と計画の比較結果

実績の検証結果、C/P、専門
家

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

日本側の投入は、量・質・タイミング
ともに適切であったか。

実績と実施プロセスの検証の検証結果
実績の検証結果、プロジェク
ト報告書、C/P 文献調査、質問票

インドネシア側の投入は、質・量・タ
イミング共に適切であったか。

実績と実施プロセスの検証の検証結果
実績の検証結果、プロジェク
ト報告書、専門家

文献調査、質問票

運営・実施の効
率 プロジェクトの運営は円滑であった

か。適切な協力・実施体制が築かれて
いたか。

実施プロセスの検証の検証結果
実績の検証結果、プロジェク
ト報告書、専門家、JICA事務
所、住民

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

その他 他のリソースの活用等、効率性を高め
る工夫はあったか。

環境林業省内あるいは対象地域におけ
る他の関連案件（JICA案件を含む）と

の連携・役割分担（例： JICA-JST、

REDD＋を支援する他ドナーの活動等）

プロジェクト報告、C/P、専

門家、JICA事務所
文献調査、インタビュー
調査

効率性

投入の量・質・
タイミング

貢献・阻害要因

有効性
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

成果とプロジェクト目標の達成状況

上位目標の達成に向けた関係者の議
論・取り組みの状況

関係者意見

政策・法律・制度等の整備への影響

環境・ジェンダー、人権、貧富等の環
境や社会文化的側面への影響

対象地域やプロジェクト関係者の職
務・職場環境等への影響

負の影響に対して講じられた（協議さ
れた）対策

持続性
本プロジェクトが支援した活動を今後
も継続するための長期的政策制度は存
在するか。

インドネシアにおける今後のREDD+実
施方針・体制（特に環境省・林業省・
REDD 庁 統 合 を 受 け て 今 後 の 国 家

REDD+戦略の実施がどう変化するか、
等）

REDD+に関する政府政策や国
際的議論に関する文書、
C/P、専門家、JICA事務所

文献調査、インタビュー
調査

本プロジェクトの活動・成果を持続さ
せるための具体的な取り組みがどの程
度検討されているか。

・ 「プロジェクトの成果が国レベル
のREDD+体制整備に活用される」とい
う本プロジェクトの上位目標が達成さ
れる見込み
・ 対象州・地域で活動を継続するた
めの組織体制

REDD+に関する政府政策、プ

ロジェクト報告書、C/P、専

門家、JICA事務所

文献調査、インタビュー
調査

技術面 活動（特に成果１－４）を通じてプロ
ジェクトが移転した能力スキルは、各
C/P組織や対象地域に定着する見込み
か。

C/Pによる、移転した技術の活用状況
成果・実施プロセスの検証結
果、C/P、専門家、住民

文献調査、インタビュー
調査

インパクト

プロジェクトの実施により、想定外の
波及効果や負の影響は生じたか。負の
影響が出た場合、それにどう対処した
か（する予定か）。

プロジェクト報告書、C/P、
専門家、JICA事務所、住民

政策・制度面

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

上位目標達成の
見込み

上 位 目 標 の 指 標 「 REDD+
implementation mechanism developed by
the project is integrated into national
REDD+ mechanism」は達成が見込まれ
るか。

プロジェクト報告書、C/P、
専門家、JICA事務所

文献調査、質問票、イン
タビュー調査

波及効果
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評価項目 大項目 小項目

評価設問
必要な情報・データ 情報源 データ収集方法

財政面
活動や成果の継続・普及に必要な予算
の確保は行われているか。

対象州・地域において、プロジェクト
の成果を今後活用・普及するための予
算確保の見込み

C/P、専門家
文献調査、インタビュー
調査

本事業の持続性を推進する関連活動は
あるか。

政 府 他 機 関 ・ JICA ・ 他 ド ナ ー

（FCPFUN-REDD、ノルウェー等)によ
る他の関連事業の動向

C/P、専門家、JICA事務所、
他ドナー支援に関する文献

文献調査、インタビュー
調査

持続性を阻害するその他の要因はある
か。ある場合、プロジェクトが施せる
対策はあるか。

・　REDD+に関する国際的議論の動向
・ 政府再編に伴うインドネシア国内
のREDD+実施方針や体制の変化

プロジェクト報告書、C/P、
専門家、JICA事務所

文献調査、インタビュー
調査

その他
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(1) Progress and Process of Project Implementation

Progress on
producing expected
Outputs

Whether Output Indicator "1-1.District RL/REL is
established"has been achieved;

Report(s) on RL/REL established by the Project,
project reports,C/P, and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether Output Indicator "1-2.Carbon monitoring method
is developed"has been achieved;

Reports on carbon monitoring method developed
by the Project, project reports,C/P, and Japanese
experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether Output Indicator "1-3. Potential REDD+ sites for
future investment are identified"has been achieved;

Report on potential REDD+ sites, project
reports,C/P, and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

How likely the assumption for Output 1 (Provincial
government secures counterpart budget) will be satisfied.

C/P and Japanese experts Questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "2-1.  Areas under different local
conditions in national park are identified in terms of drivers
of deforestation and forest degradation"has been achieved;

Project report on deforestation and forest
degradation by area, C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews, site
observation

Whether the Indicator "2-2. Policy and measures to address
the above causes are developed for respective areas" has
been achieved;

Project report on policy and measures developed,
C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "2-3. Amount of CO2 emissions is

compared with RL/REL for respective areas"has been
achieved;

Project report on policy and measures developed,
C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "2-4. Effects of the project to
biodiversity conservation and communities are
assessed"has been achieved;

Project report on the effects on biodiversity and
communities, C/P , Japanese experts and
communities

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "2-5. An operational manual of
national park REDD+ model is drafted"has been achieved;

The manual, project reports, C/P and Japanese
experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

 Indonesia Japan Project for Development of REDD+ Implementation Mechanism (IJ-REDD)

Evaluation Design Matrix

Evaluation Questions Information/data  for verification Data source Data collection
methodKey questions

Midterm Review

Project
Implementation

Has the Output 2(*) been
produced?

* Output 2: "National park
REDD+ model is developed
at GPNP"

Has the Output 1(*) been
produced?

(*) Output 1:  "Sub-national
framework on REDD+ is
developed in West
Kalimantan"
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Evaluation Questions Information/data  for verification Data source Data collection
methodKey questions

How likely the assumption for Output 2 ("National park
office secures counterpart budget")  will be satisfied.

C/P and Japanese experts Questionnaires and
interviews

Whether the Indicator "3-1 Policy and measures to reduce
CO2 emission are developed for pilot site(s) of

HP/HL/APL" has been achieved;

Project report on policy and measures developed,
C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "3-.2  Amount of CO2 emissions is

compared with RL/REL for pilot site(s)" has been
achieved;

Project report on policy and measures developed,
C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "3-3 Effects of the project to
biodiversity conservation and communities are assessed for
pilot site(s)" has been achieved;

Project report on the effects on biodiversity and
communities, C/P , Japanese experts and
communities

Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "3-4　An operational manual of
REDD+ model for HP/HL/APL is drafted" " has been
achieved;

The manual, project reports, C/P and Japanese
experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

How likely the assumption for Output 3 ("There are private
companies/local organizations which are interested in
REDD+") will be satisfied.

C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "4-1Carbon monitoring methods that
are applied by REDD+ projects in Central Kalimantan are
compiled by MRV institution" has been achieved;

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

How likely the assumption for Output 4 ("Provincial
government sets up MRV institution")  will be satisfied.

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Has the Output 5(*) been
produced?

*Output 5:  "Project
findings are referred to in
the process of developing
REDD+ implementation
mechanisms at the national
level"

Whether the Indicator "5-1 Findings of the project are
shared with Ministry of Forestry (MoF) and other national
agencies concerning REDD+" has been achieved.

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Has the Output 3(*) been
produced?

*Output 3: "REDD+ model
for HP/HL/APL is
developed at pilot site(s) in
West Kalimantan"

Has the Output 4(*) been
produced?

*Output 4: "Capacity of
carbon monitoring is
enhanced at the provincial
level in Central Kalimantan"
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Evaluation Questions Information/data  for verification Data source Data collection
methodKey questions

Whether the Indicator "1. Policy document carbon
monitoring mechanism is proposed in non-target districts of
West Kalimantan"  has been or is likely to be achieved;

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "2.Application of national park
REDD+ model is stipulated in GPNP Management Plan as
a conservation strategy of the national park"  has been
achieved;

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "3. Dissemination of REDD+ model
for HP/HL/APL is planned by provincial/district
government(s) in West Kalimantan"  has been  or is likely
to be achieved

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the Indicator "4. Improvement of provincial
RL/REL is proposed by MRV institution in Central
Kalimantan"  has been  or is likely to be achieved;

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

How likely the assumption from the Detailed Design
Survey ("international discussion on climate chage
including REDD+ will continue" ) will be satisfied.

Documents on the COP discussions, Project
reports, C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

Prospect of realising
Overal Goal。

How likely the Indicator "REDD+ model developed by the
project is utlised as one ofl REDD+ measures at national
level" will be attained as a result of this Project;

Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

How likely the assumption from the Detailed Design
Survey("the Indonesian Government maintain the policy to
promote REDD+" )will be satisfied.

Government policy documents, project reports,
C/P and Japanese experts

Desk review,
questionnaire and
interviews

（1） Counterpart personnel C/P and Japanese experts Desk review and
questionnaire

（2) Local operational costs C/P and Japanese experts Desk review and
questionnaire

（3）Project office and facilities C/P and Japanese experts Desk review and
questionnaire

(1）Japanese experts （as per PDM）

　　・ Chief advisor
　　・ Participatory forest management

Progress on attaining
Project Purpose

Has the Project Purpose(*)
been or is likely to be
achieved?

* Project Purpose: "REDD+
implementation mechanism
is developed in West and
Central Kalimantan"

Provision of Inputs Have the planned inputs
been provided by
Indonesian partners?

Have the planned inputs
been provided by Japanese
partners?

Is the Overall Goal(*) of
this Project likely to be
attained?

*Overall Goal: "REDD+
implementation mechanism
developed by the project is
integrated into national
REDD+ mechanism"

Project reports, C/P, Japanese experts and JICA
office in Indonesia

Desk review and
questionnaire
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Evaluation Questions Information/data  for verification Data source Data collection
methodKey questions

　　・ Institutional development)

　　・ Carbon assessment and monitoring

    ・　Satellite data analysis

    ・　Market/Funding mechanism

    ・　Coordinator)

（2）　Training in Japan Project reports, C/P and Japanese experts Desk review and
questionnaire

（3）　Equipment and materials Project reports, C/P and Japanese experts Desk review and
questionnaire

Overall progress of
the Project activities

Have the activities been
implemented as per Plan of
Operations?

Whether any gap is observed between the planned and
actual implementation schedule.

PO、Project reports, C/P and Japanese experts Desk review,
questionnaire and
interviews

Whether the roles, responsibilities, and information flow
are clear to the stakeholders;
How well the monitoring and information-sharing system is
defined and functioning.

Communication between the Japanese(including Japanese
experts and JICA office) and Indonesian partners

Project reports, C/P, Japanese experts and JICA
office in Indonesia

Communication among Indonesian stakeholders (including
PHKA, GPNP,Provincial Governments in Central and
West Kalimantan, and local communities)

Project reports, C/P, Japanese experts, local
communities and JICA office in Indonesia

Communication among Japanese stakeholders including
JICA headquarters, its office in Indonesia, Project experts
and national staff

Project reports, Japanese experts and JICA office
in Indonesia

Desk review and
interviews

Implementation
Process

Project Management Is the project management
appropriate and
functioning?

Project reports, C/P, Japanese experts and JICA
office in Indonesia

Desk review,
questionnaire and
interviews

Do project participants
maintain amicable and
regular communication?

Desk review,
questionnaire and
interviews
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Evaluation Questions Information/data  for verification Data source Data collection
methodKey questions

Cooperation gained from Indonesian partners for the
smooth implementation of the Project

Progress on project activities and provision of inputs by the
Indonesian partners

Expertise of the Japanese experts

Whether their role and responsibilities are clearly defiined

Are their method of skills
transfer relevant?

The relevance of the method of skills transfer Project reports, C/P and  local communities Desk review and
interviews

Are the expertise and the
scope of responsibilities of
the Indonesian partners
appropriate and sufficient?

Expertise of Indonesian partners, and their roles and
responsibilities

Project reports, Japanese experts and JICA office
in Indonesia

Desk review and
interviews

（ 1 ） Change in the international trend and discussions
regarding REDD+ implementation

（2）　Changes in the organizational/implementation
arrangements of the Indonesian counterpart organisations in
charge of REDD+ implementation

（3） Activities of other government or donor projects that
affect this Project

（ 4 ） (The effects of ) measures taken to deal with the
negative external factors

REDD+: Reducing emissions from deforestation and forest degradation　   RL/REL: Reference level/Reference Emission Level

PHKA: General Directorate of Forest Protection and Nature Conservation -Former Ministry of Forestry    GPNP：　Gnung Palung National Park     C/P：Counterparts

Other issues affecting
the implementation
process

Any other issues affecting
the project implementation
and management?

Project reports, C/P, Japanese experts and JICA
office in Indonesia

Desk review and
interviews

How strongly do the Project
participants recognize and
feel the sense of ownership
of the Project?

Project reports, Japanese experts and JICA office
in Indonesia, the record of progress on activities
and inputs

Desk review,
questionnaire and
interviews

Participants'
expertise, and roles
and responsibilities

Are the skills and the scope
of responsibilities of the
Japanese experts appropriate
and sufficient?

C/P and JICA office in Indonesia Interviews
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(2) Evaluation of Performance by Organization for Economic Cooperation and Development's Evaluation Criteria

Is the Project focus consistent with
Indonesia's current development policy?
Does the justification of this Project
confirmed during the Detailed Design
Survey still hold?

Consistency  with Indonesia's national REDD+ strategy,
strategies of PHKA at Ministry of Forestry
（RENSTRA-PHKA),  Indonesia's greenhouse gas
emission action plan,  and other current national
policies

Indonesia's policy documents on
REDD+, Detailed Design
Survey, C/P, Japanese experts

Desk review,  questionnaire
and interviews

Is the objective/focus of the Project
consistent with Japan’s/JICA's assistance
policy?

Priority given to forest conservation and climate change
within Japan's aid policy

Japan's Ministry of Foreign
Affairs' documents, JICA's
assistance policy

Desk review

Was the selection of the target groups
appropriate? Is the same justification still
valid?

The stakeholder interviews on whether the selection of
C/Ps and demostration sites was relevant

Project reports, Detailed Design
Survey, C/P, Japanese experts,
local communities

Desk review and interviews

Is the Project Purpose consistent with the
development needs of the target groups? Is
the justification during the Detailed
Design Survey still valid?

The relevance of this Project to the capacity needs of
the C/P organisations(*) and to the assistance needs of
target areas
(*)　Including PHKA,  provincial governments,  and
target communities

Project reports, Detailed Design
Survey, C/P, Japanese experts

Desk review,  questionnaire
and interviews

Is the Project design appropriate as a
solution to the issues faced by the C/P
organizations?  Is the same justification
still valid?

Analysis on the performance and implementation
process

Project reports, Detailed Design
Survey, C/P, Japanese experts,
local communities

Desk review,  questionnaire
and interviews

Does Japan have comparative advantages
in the field of assistance it provides
through this Project?

Records of Japan's assistance to Indonesia and in the
field of forest conseravtion and climate change

Detailed Design Survey,
Documents on Japan's past
assistance

Desk review

Level of Attainment of
the Project Purpose

How likely is it for the Project to achieve
its purpose of "REDD+ implementation
mechanism is developed in West and
Central Kalimantan"?

Result of analysis on the performance
Result of analysis on the
performance

------

Contributions of
Project Outputs to the
Achievement of
Project Purpose

Were the level of Outputs sufficient to
achieve the Project Purpose?

Result of analysis on the performance and of the
stakeholder interviews

Result of analysis on the
performance, C/P, Japanese
experts

Desk review,  questionnaire
and interviews

Relevance

Relevance to the
Priority

Relevance to the
Needs

Relevance of the
Project
Design/Approach

Effectiveness/
Efficacy

Key Questions

Evaluation Questions
Information/data  for verification Data source Data collection method
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What factors or activities particularly
contributed to the progress toward
attaining Project Purpose?

Result of analysis on the performance and of the
stakeholder interviews

Project reports, C/P, Japanese
experts, local communities

Desk review,  questionnaire
and interviews

If the Project Purpose is not likely to be
achieved,  what are the impediments?

Results of analysis on project management,  the
assumptions envisaged in the PDM,  and policy trends

Project reports, C/P, Japanese
experts, local communities

Desk review,  questionnaire
and interviews

How likely are thea assumptions in the
PDM be satisfied?

Result of analysis on the performance and
implementation process

Project reports, C/P, Japanese
experts

Desk review and interviews

Progress on generating
expected Outputs

Are the expected Outputs being produced
according to the olan?

Comparison of planned and actual implementation
schedule

Result of analysis on the
performance, C/P, Japanese
experts

Desk review,  questionnaire
and interviews

Were the inputs from Japanese partners
adequate in terms of quantity,  quality and
the timing?

Result of analysis on the performance and
implementation process

Result of analysis on the
performance, project reports, C/P

Desk review and
questionnaire

Were the inputs from Indonesian partners
adequate in terms of quantity,  quality and
the timing?

Result of analysis on the performance and
implementation process

Result of analysis on the
performance, project reports,
Japanese experts

Desk review and
questionnaire

Efficiency of project
management and
implementation

Was the project management smooth? Was
the cooperation/implementation
arrangement appropriate?

Result of analysis on the performance and
implementation process

Result of analysis on the
performance, project reports,
Japanese experts, JICA office in
Indonesia , local communities

Desk review,  questionnaire
and interviews

Other factors
contributing to
Efficiency

Has any effort been made to increase
efficiency? Were the resources other than
that of the Project explored and utilised?

Records of cooperation with other JICA schemes and/or
with other donors'（eg JICA-JST and REDD＋）,  within
Ministry of Environment and Forestry or in the Project's
target sites

Project reports, C/P, Japanese
experts, JICA office in Indonesia

Desk review and interviews

Level of attainment of　Project Purpose /Output
indicators

The actions taken so far by the Project toward
achieving the indicators of Overall Goal

The results of stakeholder interviews

Impacts on other government policies and institutions

Factors that
contributed/impeded
the Project from
attaining Project
Purpose

Quality,  Quantity,
and Timing of inputs

Impact

Prospect on realising
Overall Goal

How likely is the Overall Goal of "REDD+
model developed by the project is utlised
as one ofl REDD+ measures at national
level"

Efficiency

Desk review,  questionnaire
and interviews

Project reports, C/P, Japanese
experts, JICA office in Indonesia
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Impacts on environment,  gender,  human rights,  social
equity,  and culture

The positive/negative influence observed in the project
sites or in the workplaces of the project participants

Countermeasures taken (or currently being discussed)
against negative impacts

Is there a long-term policy framework in
place to promote the activities that this
Project has supported?

Policy and structure of the Indonesian government to
implement future REDD+ (focusing particularly on
how the national REDD+ strategy may evolve after the
merger of Ministry of Environment and Forestry with
REDD+ Agency)

Documents on national and
international REDD+ policies
and discussions, C/P, Japanese
experts, JICA office in Indonesia

Desk review and interviews

How concrete is a plan to continue the
Project activities and disseminate the
outcome of this Project?

・ The prospect for the Project's Overall Goal ("REDD+
implementation mechanism developed by the project is
integrated into national REDD+ mechanism") to be
attained

・ Government's implementation arrangements to
continue the activities in target provinces and areas

Government's policies on
REDD+, project reports, C/P,
Japanese experts, JICA office in
Indonesia

Desk review and interviews

Sustainaibility of skills
Are the skills that the C/Ps gained through
Output 1-4 activities likely to remain and
be utilised by the C/P organizations?

The extent to which the skills and Outputs of this
Projec are utilised among C/Ps

Analysis on the performance and
implementation process , C/P,
Japanese experts, local
communities

Desk review and interviews

Budget
Is the budget necessary for future activities
secured?

The plan to secure the budget for future utilisation and
dissemination of Project's outputs in target provinces
and areas

C/P, Japanese experts Desk review and interviews

Are there other activities than this Project
that contribute to the sustainability of this
Project?

The existence of other related projects by Indonesian
government organizations,  JICA,  and other donors
（such as FCPF,  UN-REDD,  and Norway)

C/P, Japanese experts, JICA
office in Indonesia , documents
on other donor assistance

Desk review and interviews

Are there any other concerns that
potentially affect the Project's
sustainability?

・　International discussions on REDD+
・　The change in the policies and organisational
arrangements to implement REDD+,  as the Indonesian
government is restructured.

project reports, C/P, Japanese
experts, JICA office in Indonesia

Desk review and interviews

Other factors
contributing or
hindering
Sustainability

Policy and institutional
framework that
supports sustainability

Sustainability

Spillover effects

Has any spillover effect been observed
during the Project implementation? For
negative effects,  what countermeasures
have been or is planned to be taken?

Project reports, C/P, Japanese
experts, JICA office in Indonesia
, local communities

Desk review,  questionnaire
and interviews
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